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第 1 章 沿 革 
 

 

第 1 節 流体工学研究所と弾性工学研究所等の設置 
 

応用力学研究所は、戦時中に九州帝国大学に設置された流体工学研究所と

弾性工学研究所を基に設立された。 

流体工学研究所は 1942（昭和 17）年 1 月 24 日に勅令第 30 号をもって官

制が公布され、同日設置された（資料編Ⅰ－295、pp.756-757）。事務室は工

学部航空学教室に置かれた。当時日本の大学には、水力学実験室や空気力学

実験室などそれぞれの教室に流体工学関係の施設は附設されていたが、関係

部門の研究施設を統一した流体工学の総合的な研究所は存在しなかった。流

体工学研究所はこのような当時の状況に照らして、関係諸学の協力の下にこ

れらの基礎研究を総合的に進展させ、その新しい応用を図ることを目的とし

て設置されたものである。流体工学研究所の設置はすでに 1936 年度に概算

要求されていたが、太平洋戦争に突入した段階でようやく認められた。流体

工学の研究は航空機や船舶の設計に大きな影響をもっており、戦時下の日本

においてはもっとも緊急を要するものとして設置されたのである。研究所設

立時に流体力学部門と流体工学部門の 2 部門が設置され、1943 年に水文学

部門が増設された（資料編Ⅰ－296、pp.757-758）。加えて、1945 年 12 月に

財団法人滑空研究所より借用するかたちで流体工学研究所実験研究室（津屋

崎海洋災害実験所の前身）が発足した。1950 年 2 月に建物は財団法人滑空

研究所から、土地は津屋崎町からそれぞれ寄付を受け、実験研究室が流体工

学研究所津屋崎分室となった。 

弾性工学研究所は、1943 年 2 月 1 日に勅令第 55 号によって官制が公布さ

れた（資料編Ⅰ－297、pp.758-759）。事務所は工学部材料強弱学教室に置か
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れた。1942 年度の概算要求として要求した総合（国防）工学研究所のうち、

弾性工学部門が認められたものである。弾性工学は工学の基盤となる学問と

してもっとも重要なものの 1 つであり、この基礎的研究の進歩発展なくして

は兵器をはじめとする諸機械・構造物等の改良進歩は困難であり、しかもこ

の方面における日本の研究は欧米に比してかなり劣っており、弾性工学の総

合的研究を目的とする研究所の設置は喫緊のこととして設置されたのである

（資料編Ⅰ－298、p.759）。研究所設立当初には、弾性学部門と応用弾性学

部門の 2 部門が設置され、1944 年に塑性学部門が増設された。 

 

 

第 2 節 応用力学研究所の誕生 
 

応用力学研究所は 1951（昭和 26）年 4 月 1 日流体工学研究所と弾性工学

研究所を統合して発足した。戦後の 1948 年頃から全国的に附属研究所の整

備や統廃合が推進され、九州大学では生産科学研究所の設置に関連して既存

の附属研究所をすべて生産科学研究所に統合し、強力な研究所を創設しよう

という動きがあった。しかし流体工学研究所と弾性工学研究所は共にすでに

自立した研究所としての業績も多く、その時には統合に至らなかった。しか

し各 3 部門からなる両研究所は研究所の整理・統合が強力に進められる中で

単独存続が許されない状況となり、両研究所を発展的に解消して「流体及び

弾性体に関する工学の学理及びその応用の研究」を設置目的とした 6 部門か

らなる応用力学研究所が創設されることになった（資料編Ⅱ－394、

pp.131-133）。流体・弾性両研究所ともその基盤となるのは応用力学であり、

その研究分野においては相互に関連するところが少なくなく、工学の根幹を

なす応用力学を中心とする研究所の設置はもっとも望ましいと考えられたの

である。 

新たに発足した応用力学研究所は、流体工学研究所と弾性工学研究所の各
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3 部門がそのまま受け継がれて 6 部門で構成された。研究体制は、各部門が

自己の研究分野に閉じこもって隣接分野との相互関連性を失うことを避ける

ため部門として組織せずに、第一研究室、第二研究室と基数で表示し、各研

究室に研究分野を附与する方法を取った。すなわち、流体力学研究所からの

3 部門を流体研究部として、第一、第二、第三研究室に分け、研究分野を流

体力学、水文学、流体工学と定めた。また弾性工学研究所からの 3 部門は材

料研究部として、第一、第二、第三研究室に分け、各研究分野を弾性学、応

用弾性学、塑性学と定めた。後に基数を第一から第六まで通して呼ぶ方法が

取られるようになったが、基本的には研究分野は同じであった。しかし文部

省から研究部門名は研究分野を明記するように要請され、流体研究部に流体

力学部門、水文学部門、流体工学部門を、材料研究部に弾性学部門、応用弾

性学部門、塑性学部門を置く 2 研究部 6 部門制に改めた。初代所長には流体

工学研究所所長であった渡辺恵弘
よしひろ

（工学部造船学科教授）が就任した。 

 
図 23-1 応用力学研究所開所式（1951 年 10 月） 

航空教室の旧別館前にて。 
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第 3 節 研究部門の拡充 
 

応用力学研究所は 1951（昭和 26）年に 6 部門をもって発足したが、その

後、1962 年からの 3 年間に 3 部門（船舶安全性部門、耐波浪構造学部門、

沿岸海象力学部門）の増設により海洋災害研究部が作られた。同研究部は特

に暴風による海洋災害発生の機構と対策を、応用力学的見地から解明するた

めに設置された。また応用力学研究所の創設当初からあった津屋崎分室は、

1965 年 4 月に津屋崎海洋災害実験所として研究所の正式な附属施設となっ

た。さらに、海洋における科学技術の進歩ならびに海洋資源の開発技術を発

展させることを目的として 1973 年に海洋環境研究部が設置された。同研究

部は海洋災害研究部より沿岸海象力学部門を移設し、増設された海洋流体力

学部門を加えて 2 部門で構成された。 

1966 年から 1971 年の間に高エネルギー材料力学部門、高エネルギー加工

学部門、高エネルギー流体力学部門の 3 部門の増設があり、これら部門によ

って高エネルギー力学研究部が作られた。同研究部は特に高温、高速、高衝

撃など新しい科学技術に関する基礎的な諸問題を、力学的な立場から統一的

に研究することを目的として設置された。 

1975 年 4 月の時点で応用力学研究所は 13 部門・定員 95 名の規模を持つ

に至った。1983 年 8 月に研究所の所在地を箱崎キャンパスから筑紫キャン

パスに移した。同時期に、高エネルギー力学研究部に高エネルギープラズマ

力学部門、海洋環境研究部に海底土床力学部門（後の海洋境界力学部門）、海

洋災害研究部に海中作動力学部門（後の海中計測システム学部門）が、10 年

間の時限部門としてそれぞれ増設された。さらに、1987 年に高エネルギー力

学研究部から 1 部門振替えすることにより、附属施設として強磁場プラズ

マ・材料実験施設が設置された。この結果応用力学研究所は 15 研究部門・2

附属施設を持ち、その規模において日本でも有数の大学附置研究所となった。 
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第 4 節 全国共同利用研究所への改組 
 

1980～90 年代の応用力学研究所は大エネルギー力学過程（海洋関連）と

高エネルギー力学過程（核融合関連）、それらを結ぶ基礎力学過程の 3 つの

過程を応用力学という 1 本の横糸でつなぐことにより一体感のある研究基盤

を持つことを目指した。しかし、文部省令によって規定されていた部門名称

にはすでに学問的に時代の趨勢に適合しがたいものがかなりあり、また、時

代の流れとなっていた大部門制へ組織を移行させること、そして何よりも研

究所のアイデンティティをより鮮明に打ち出すことを目指して、1996（平成

8）年度に新しい研究所組織が構想された。この構想による改組は 1997 年 4

月に国立学校設置法施行令の一部改正によって実現し、応用力学研究所は九

州大学に附置された全国共同利用研究所となった。ここで名実ともに国の中

核的研究機関（COE）に位置付けられることとなった。 

 「力学に関する学理及びその応用の研究」が新しく生まれ変わった応用力

学研究所の設置目的である。この目的のために研究所は 3 研究（大）部門と

2 研究センターに整備され（すなわち旧組織の「研究部」が新組織では「部

門」に相当）、旧部門は分野と名称変更された。前者は基礎力学部門（6 分野）、

海洋大気力学部門（5 分野）、プラズマ・材料力学部門（4 分野）であり、後

者は力学シミュレーション研究センターと炉心理工学研究センターである。

力学シミュレーション研究センター（3 分野）の発足に伴い津屋崎海洋災害

実験所は発展的に解消された。この地にあった大型風洞や大水槽は筑紫キャ

ンパスに新装設置され、1999 年度をもって跡地は研究所の管理下から外れる

こととなった。一方、炉心理工学研究センターは前身の強磁場プラズマ・材

料実験施設（旧 1 部門相当）が 3 分野相当の組織に拡充されることにより、

これまで実施していた核融合エネルギー問題のプロジェクト研究を推進する

ための陣容がようやく整備された（資料編Ⅲ－686、p.268）。 
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第 5 節 国立大学法人の下での附置研究所 
 

 九州大学は 2004（平成 16）年に全国の国立大学と同時に国立大学法人と

して独立した。それに伴い応用力学研究所は九州大学学則の中で大学附置の

研究所として定められ、目的は、それまでの設置目的を継承し「力学に関す

る学理及びその応用の研究」とされた。なお、研究所の附属研究施設である

2 つの研究センターの設置は同様に九州大学学則の中で定められているが、3

つの研究部門の設置は応用力学研究所規則の中で定められている（資料編Ⅲ

－751、pp.532, 534）。 

2006 年度末には力学シミュレ－ション研究センターと炉心理工学研究セ

ンターが 10 年の時限を迎え、2007 年 4 月にそれぞれ東アジア海洋大気環境

研究センター（3 分野＋2 兼任分野）と高温プラズマ力学研究センター（3

分野）に改組された。2010 年 4 月には、それまでの基礎力学部門、海洋大

気力学部門、プラズマ・材料力学部門の 3 部門が、新エネルギー力学部門（5

分野）、地球環境力学部門（6 分野）、核融合力学部門（4 分野）に改組され、

応用力学研究所は 21 世紀の人類が直面する喫緊の課題であるエネルギーと

環境研究に特化することとなった。このような方針の下に、応用力学研究所

は 2010 年度より全国共同利用研究所（応用力学共同研究拠点）として中核

的機能を果たしている。 
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第 2 章 研究活動 
 
 
第 1 節 流体と材料に関する基礎力学 

 

（1）流体研究部（1951～1996） 
 

流体研究部の母体は、1942（昭和 17）年に設立された九州帝国大学流体

工学研究所（当初 2 部門、翌年 2 部門増設）である。 

 

流体力学部門 

 流体力学部門は流体工学研究所の発足時からの部門の 1 つである。1952

（昭和 27）年度は山田彦児・岡部淳一・種子田定俊・大路通雄の体制であっ

た。当時の研究テーマは、後流の研究、表面波の研究、三次元境界層の研究、

地下水流動の研究、非等方性乱流の力学などである。山田には、流体工学研

究所時代も含めると、境界層の近似解法（山田の方法）の提案、進行性低気

圧による高潮の発生、ストークス波や水面孤立波の極限形の計算などの業績

がある。岡部は境界層の近似計算法に関する研究の他に、にわとりの卵の形

に関する流体力学的考察や Trolley-wire の運動の考察などのユニークな研究、

感潮湖水の水位変動の研究なども行っている。種子田は後流の実験的研究を

開始している。大路は地下水流動の研究で成果を挙げた他、1957 年頃から乱

流の研究を開始している。 

1970 年には岡部淳一・竹松正樹・井上進・山下巌の体制であった。この時

期、岡部は井上と共同で渦輪の生成や安定性の研究を行っている。また、竹

松は柔らかい固体壁に沿う境界層流の安定性、山下と共同で行った三次元境

界層流の安定性の研究で顕著な業績を残している。1976 年には、岡部淳一・
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及川正行・井上進・船越満明の体制となる。この時期から、非線形分散波動

の研究が中心的研究テーマの 1 つとなった。及川は 3 行 3 列型の固有値問題

の逆散乱法で厳密に解ける新しい非線形発展方程式の発見、イオン音波ソリ

トンの三次元的相互作用の研究を行った。また、船越は水面波のマッハ反射

の数値シミュレーションを行い、及川と共同で水面波ソリトンの反射に関す

る数値シミュレーション、長波短波共鳴相互作用の研究などで重要な成果を

残した。 

1987 年には、及川正行・船越満明・井上進・岡村誠の体制となり、研究内

容も流体系の非線形波動やカオス研究に移行した。二層流体系における大振

幅孤立波の研究（船越・及川）、水面波の非線形伝播や安定性に対する剪断流

の効果の研究（岡村・及川）、非同軸回転二円筒間の二次元流の安定性の研究

（及川・船越・烏谷隆）などで重要な成果を挙げた。特に長波短波共鳴相互

作用の弱二次元化においてV字型ソリトン解を発見した（及川・船越・岡村）。

また、船越は井上と共同で、共鳴的に水平加振した垂直円筒内の水面波にお

いて生じるカオスについて詳細な実験を行い、大きな成果を挙げた。岡村は

非線形定在波の安定性、壁への水面波の衝突による衝撃圧力の研究で重要な

成果を挙げた。 

 

水文学部門／計測流体力学部門 

水文学部門は、1943（昭和 18）年の九州帝国大学流体工学研究所の発足

と同時に設置された。その後、1951 年の九州大学応用力学研究所の発足とと

もに、栗原道徳のもとで流体部第二研究室水文学としてスタートした。1953

年には、栗原道徳・田才福造・富岡勝・粟谷陽一の陣容となり、1958 年から

は同じ陣容で第二研究室水文学を構成している。1963 年には、流体部水文学

となっており、栗原道徳・大路通雄・富岡勝・中山竜三の陣容となったが、

1965 年このままの構成で沿岸海象力学部門へ移動している。その間、乱流の

統計理論、噴流の洗掘作用に関する研究、空気防波堤に関する研究、船の上
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下動揺・縦動揺の研究、流砂河川の水理、軸対称乱れの理論など多くの研究

が行われた。 

 1968 年より種子田定俊・本地弘之・天本肇・辰野正和（スタッフとして石

井幸治・若林大三・高田三郎も在籍）の陣容となった。1970 年 3 月には、

津屋崎海洋災害実験所に台風災害実験用風洞装置が設置され、高レイノルズ

数領域の研究が開始された。1973 年 4 月には、計測流体力学部門と名称を

変更した。同年、本地が助教授となったが、1976 年本地助教授は海底土床力

学部門へ配置換えになった。1981 年辰野が助教授となり、烏谷隆が助手とし

て着任した。その後も、高レイノルズ数における物体まわりの流れ、乱流境

界層における組織構造の解明、柱状物体の回転安定姿勢、円柱後流渦度分布

の発展過程、複数物体の相互作用、テイラー渦流の非定常発達過程、大振幅

で振動する物体まわりの流れに関する研究が行われた。 

 1991（平成 3）年には、増田章・辰野正和の研究体制に移行したが、沿岸

海象力学研究室の植田洋匡
ひろまさ

（1990年から 1997年まで在任）も研究を指導し、

研究課題としては、海洋の表層・中層・深層大循環と気候変動、海洋の大規

模流動とその変動機構、物体周りの流れの三次元不安定性、境界層発達にお

ける強制対流の効果、大気汚染物質の長距離輸送機構解析などを進めた。 
1997 年 4 月の全国共同利用研究所への改組に伴い、計測流体力学部門は

海洋大気力学部門大気変動力学分野へ移行した。 

 

流体工学部門 

流体工学部門は 1951（昭和 26）年応力研発足と同時に流体研究部第三研

究室として設立された。設立当初の研究メンバーは篠原謹爾・妹尾泰利であ

る。河川などの水理学的研究や、ポンプ、翼列などの流体機械に関する研究

が盛んに行われていた。その後、1967 年には竹松正樹・本地弘之（後に総理

工協力講座）が一時期当研究室に在籍し流体工学の研究に従事した。 

 1968 年に中村泰治（1995 年に退官）を迎えて新しい流体工学部門がスタ
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ートした。当時研究所は世界でも類を見ない大型で高風速が可能な台風災害

実験用風洞を津屋崎海洋災害実験所に建設中であり、中村の着任後まもなく

完成に至った。中村はこの風洞を駆使し、耐風工学分野に大きな発展をもた

らした。中村の研究の原点は米国におけるタコマ橋の風による崩落事故であ

る。この衝撃は、一見堅牢に見える大型建造物でも季節風並みの風で振動が

発散し崩壊に至るという事実を、風工学分野に携わる研究者に突きつけた。

これを契機に中村は耐風工学上に現れる様々な構造物フラッタ、発散振動現

象のメカニズムを研究し、この分野に大きな足跡を残した。当時、中村とと

もに研究室を支えてきた多数の優れた研究者が時期を前後しながら在籍した。

岡島厚は風洞・水槽実験、さらに当時は黎明期だった数値流体力学を導入し、

機械工学分野の流体関連振動から建築・土木分野の耐風安定性問題まで幅広

く研究活動を展開した。また、中村の指導のもと、吉村健、友成義正、溝田

武人、大屋裕二、小園茂平の各教官も、耐風工学上の種々の研究活動を展開

した。 

1997 年の応力研の改組により、当部門は海洋大気力学部門大気流体工学分

野へ移行した。 

 

（2）材料研究部（1951～1996） 
 

材料研究部の母体は、1943（昭和 18）年に設立された九州帝国大学弾性

工学研究所（当初 2 部門、翌年 1 部門増設）である。 

 

弾性学部門 

弾性学部門は 1951（昭和 26）年の応用力学研究所の設置と同時に発足し

た。発足時、当部門は根来祥三郎（教授）、北島一徳（助教授）により構成さ

れていた。まず、根来が中心となって行った研究の概要を紹介する。 

・平板問題：任意な形状を持つ多孔平板が、任意な外力を受ける場合に、
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該平板内に生ずる応力ならびに変位状態を求める近似式を誘導した。 

・格子構造物のねじり曲げ理論：理論および斜交格子構造物のねじり曲げ

理論を導いた。まず、格子構造の要素梁の曲げに関する公式を誘導し、

直交格子構造物のねじり、曲げ問題について考察した。次に、その理論

を斜交格子構造物のねじり、曲げ問題へ拡張した。 

・真直柱の座屈：偏心荷重による真直柱の座屈に関する研究を行った。一

様断面を持つ真直柱が受ける曲げ面と断面主軸とが一致した場合の座屈

公式ならびに一致しない場合は円形断面の柱の座屈公式を誘導した。 

・構造物の強度に関する研究：一般の運搬用構造物は多数の部材で構成さ

れているため、受けた外力が内部の各部材へ伝播する状況はかなり複雑

である。本研究では、既設の構造物試験装置を利用して原物または模型

の強度試験を行い、これらより得た結果を基に新たな数理的理論を誘導

した。 

 次に、北島が中心となって行った研究について紹介する。 

・結晶の塑性および破壊機構に関する基礎的研究：それまで固体材料の強

度は連続弾性体の仮定の下での応用力学的取り扱いが主流であったが、

戦後、材料の微視的特性を考慮に入れる「物質科学」的取り扱い、とく

に金属材料については結晶の格子欠陥像を考慮する「転位論」が世界の

潮流となっていた。北島はこの方針に沿って鉄鋼材料の脆性破壊の基礎

的解明を図り、そのための超高純度単結晶製作に取り掛かった。しかし

鉄の超高純度素材の製作やそれよりの単結晶製作はいずれも世界的な大

型研究施設でも難問であり未達成であった。北島は電気材料カーボニー

ル鉄粉（高濃度の酸素炭素の他には不純物を含まない）の湿水素（水蒸

気を含む水素）中脱炭、さらに小型（水素雰囲気）モリブデン炉中石英

ガラスに挿入した高純度アルミナボートを用い高純度水素中融解により

脱酸素脱炭素した少量（約 10cc）の超高純度鉄素材インゴットを得て、

これを圧延加工後再結晶法により単結晶を製作した。これらの結晶は液
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体窒素の温度でもへき開を示さず切り角を付し衝撃により初めてへき開

を示した。このへき開は双晶に伴って発生していた。またとくに 0.2mm

直径の単結晶は極低温まで塑性変形を示し世界の常識を破る結果を得た。

これらの成功は実験室での少量製作であったため初めて可能となった高

純度単結晶の製作という幸運によるものであった。 

 （a：純鉄単結晶の塑性変形に関する研究）純鉄単結晶（体心立方格子

金属）についての応力－歪曲線の計測、および表面歪模様についての光

学顕微鏡および電子顕微鏡による観察を行った。得られた結果を総合し

て体心立方格子金属の加工硬化機構に対する転位論的説明が与えられた。 

 （b：鉄鋼の脆性破壊に関する基礎的研究）（Ⅰ）鉄単結晶のへき開破壊、

（Ⅱ）結晶のへき開破壊に関する一般的な理論構築、（Ⅲ）鉄鋼の脆性破

壊に関する研究を行った。（Ⅰ）について、電解鉄単結晶および高純度鉄

単結晶を用いてへき開破壊の発生および伝播の機構が追究され、複結晶

および微量炭素の影響をも明らかにした。（Ⅱ）について、結晶のへき開

破壊機構、特にへき開クラックの発生および伝播における原子論的諸機

構を解明した。（Ⅲ）について、各種機械および構造物において重要な多

結晶鋼材の脆性破壊の特性に対し、基礎的な解明を与えた。 

 1970 年からは栖原寿郎教授が弾性学部門を担当した。以下に栖原による主

な研究成果を示す。 

・海洋構造物係留鎖の挙動と張力に関する研究：浮遊式および固定式海洋

構造物係留鎖の流力弾性的な運動と係留鎖各部に加わる張力について綿

密な実験を行い、特に張力の特性が係留鎖に加わる荷重振動周期によっ

て著しく変化することを示した。 

・導線放電爆発の基礎と応用に関する研究：放電導線爆発の基礎から応用

まで広範な一連の実験的な研究を行った。まず、瞬間 X 線撮影装置によ

り放電導線爆発が導線の溶解、一部導線のガス化、残る金属粒子の飛散

という過程から成ること、そして、ガス化部分と飛散粒子部分の比率が
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適当な値であること、さらに、この比率が付加する放電エネルギー量に

制御されること、最後に、各種導線に対する最適放電条件式を見出した

（福田重久助手との共同研究。北島教授の協力による。）。 

・複合構造や材料の強度に関する研究：鉄短繊維強化複合コンクリートの

強度特性や、同コンクリートをさらに複合サンドイッチ構造に使用する

場合の利点などを明らかにし、近未来の実現が予想される浮遊型の海上

都市などの構造基礎データを提示した。 

 

応用弾性学部門 

 応用弾性学部門は 1951（昭和 26）年の応用力学研究所の設置と同時に発

足した。発足時、当部門は熊井豊二（教授）、栖原寿郎（助教授）により組織

されていた。1951～61 年に熊井を中心に船体高次振動に関する以下の研究

が行われた。 

・第 1 期：主に高次の船体固有振動数の推定を目的として、船体に特有の

せん断たわみの影響等について詳しい研究が行われた。 

・第 2 期：船体振動の感覚について研究が行われた。実船の試運転に便乗

して、振動の人体への感覚が体験され感覚限度の資料が得られた。 

・第 3 期：船体振動における水の付加質量に関する基礎的研究、特に 2 次

元の船型断面におけるねじれ振動の付加質量の研究が行われた。 

・第 4 期：起振力の 1 つであるプロペラ起振力がとりあげられ、長さ 5m

の模型船の自航実験によってその存在が明らかにされた。 

 次に、栖原が中心となって行った研究について記述する。 

・低炭素鋼の降伏に関する研究：Cottrell の理論を用いて、荷重速度の増

大に伴い降伏応力が 1 つの極小値をもつこと、および温度の上昇に伴い

200～300℃範囲で降伏値が最大値を示すこと（青色脆性現象）を理論的

に求めた。 

・電気溶接により構造物に発生する残留応力に関する研究：Block Butt 溶
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接等の現場工事においてしばしばあらわれる接手に直角方向の大きな残

留応力の発生原因は熔接に際する投入熱量の不整によるものであること

を明らかにした。 

・溶接構造の Local Stress および強度の研究：三次元光弾性実験および弾

性力学的近似計算を用い、Beam Knee の局部応力集中や板曲げにおけ

る三次元的局部応力分布を求めた。 

・波浪による船体損傷に関する研究：損傷発生時に加えられた波圧の大き

さを弾性・塑性力学的に逆算し耐波浪構造物（船体）の設計に必要な知

見を得た。 

・貨物船の縦強度に関する光弾性学的研究：三次元光弾性模型を用い船底

縦応力分布、横断面縦応力分布および船橋楼端部の応力を求めた。 

・鋼材の熱塑性加工に関する研究：局部的加熱および冷却操作によって部

材の成型ならびに歪取り加工を行なう場合の熱塑性学的変形機構を明ら

かにした。 

 1973 年 3 月に熊井が定年退官し、1977 年 10 月に東大工学部物理工学科

から高橋清（講師）が助教授として着任し、この部門の研究が再開された。

対象は高分子などの非金属系へ、視点はマクロからよりミクロへ、時間スケ

ールはマイクロ秒を含むより動的な領域へ、それぞれ力点が移行した。高橋

は 1980 年に教授に昇任、その後助教授として松重和美（後に京大教授）、武

田展雄（後に東大教授）が在籍し、助手として新川和夫（後に助教授）、桜田

泰弘、崔
チェ

洛三
ナクサム

が在籍した。20 年後の改組まで高速実験力学、破壊物性関連の

研究が展開された。前者の主なものを取り上げると次の通りである。 
・高速度撮影装置「マルチスパーク型二像面同時高速度撮影装置」（特許

2064750、毎秒 100 万駒まで）の試作研究とその利用による高速破壊等

の研究：（1）コースティック法により、高速き裂の動的応力拡大係数が

破壊速度に一意に依存せず加速域と減速域で両者の関係に違いのあるこ

とを明らかにした。また破面解析によりこの違いが有意であることを物
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理的に裏付けた。（2）ゴルフボールのインパクト研究（産学協同）でヘ

ッド材料の動的降伏点とヤング率の比が反発係数に関係することがわか

り、マルエージ鋼がアイアン材料として好適であることが示され、製品

化された。（3）高速カラー光弾性法による車の窓ガラス用熱強化ガラス

中の衝撃破壊の研究（産学協同）で、高速き裂は迅速に毎秒 1.4km の最

終速度に達し、分岐の態様観察から熱強化法について有用な知見が得ら

れた。 

・超音波フラクトグラフィーの研究等：試作した大出力横波超音波発生装

置で破壊時に超音波線を破面に刻印させることにより PMMA の高速破

壊遷移時の破壊速度変化をミクロンオーダーで計測することに成功し、

先駆するクレーズが高度に脆性的であることを示した。また、反射衝撃

波の張力を利用し、動的極端条件下の破壊発生の研究が PMMA、エポ

キシなどでなされた。 

 

塑性学部門 

塑性学部門は 1951（昭和 26）年の応用力学研究所の発足と同時にスター

トした。当時 38 歳であった樋口正一（教授）が 1976 年に退官するまで 25

年にわたりこの部門を担当した。発足当時の記録には、樋口が執筆した「高

分子材料の力学」という題目の短い論文があるが、その中で樋口は、高分子

材料の力学が新しい学問分野としてこれから発展する可能性を十分に有して

いることを直感していた。特に高分子材料が有する時間敏感性という性質は、

金属が高温あるいは塑性域で示す性質と同等のものであるとの理解から、物

理学的に大変興味ある現象であると述べている。基礎研究という立場に固執

するならば一様応力下での挙動などを中心に研究を進めるのが常套手段であ

るが、樋口はそうはしなかった。一方、現実に高分子材料が使用されるのは

複雑な応力下であるが、樋口はここで複雑な一般化理論を作るのは得策では

ないと述べている。その代わり基礎と現実の橋渡しをするのが研究の目標で
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あると述べている。現在の応用力学研究所の設置目的は、「力学に関する学理

およびその応用の研究」であるが、約 60 年前に樋口が考えたことと相通ず

るものがある。樋口はその後の四半世紀をこの精神に沿って研究を精力的に

進め、枚挙にいとまがないほどの業績を挙げた。 

塑性学部門には発足当時、樋口と瓜生恒美（助教授）が在籍していた。瓜

生は、小野式回転曲げ疲労試験機を用いて非金属介在物を持つ炭素鋼の疲労

の強度に関する研究を行い、炭素鋼の切削加工後の焼鈍は疲労強度低下を招

き、それは非金属介在物に起因するものであることを明らかにした。また、

亀裂を持つ炭素鋼切欠き材の疲れ強さの研究を行った。金属材料の亀裂検出

方法が進歩した結果、今度は逆にどの程度までの亀裂が有害であるかを明ら

かにしておかねばならなくなったわけであるが、ここには疲労に対する強さ

の面が検討された。この期間に瓜生はロウゼンハウゼンの引張圧縮疲労試験

機を津屋崎分室に設置し、炭素鋼の板状試験片についても、回転曲げ試験と

同様に研究を行なうことができるようになった。そして、疲労に対して材料

表面層の果す役割、形状係数と切欠き係数との関連、疲れ亀裂発展の機構な

どを試片の大きさ、切欠きの鋭さについて系統的に研究調査することに取り

組んだ。一方では耐熱鋼の疲労に関する基礎研究にも着手した。 

 樋口が 1976 年に退官した後、4 年ほど教官不在の期間があったが、1980

年に蔵元英一が高エネルギー材料力学部門から配置換えになり塑性学部門に

着任した。1984 年に大学院総合理工学研究科に高エネルギー物質科学専攻が

新設され、当部門はその協力講座（蔵元・佃昇）として大学院教育にも深く

関わることになった。研究内容もそれまでの高分子材料から核融合炉材料の

基礎研究へと大きく転換した。1980 年は核融合研究、特に核融合材料研究の

黎明期であり、高エネルギー材料力学部門の北島を中心に新しい方向性が作

られた時代であった。研究の中心は当然中性子による材料の照射効果であっ

た。塑性学部門においてはこの核融合炉材料の基礎研究を実験、計算機シミ

ュレーションの両面から進めてきた。実験の中心をなすものは低温照射と陽
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電子消滅寿命測定であった。特に低温照射実験は京都大学原子炉実験所の共

同利用研究として進められてきた。この時期、計算機シミュレーションの占

める割合も時代の趨勢に合わせるかのように年々高くなっていった。より広

く極限環境下における材料の基礎的挙動を、現実に結びつける視点を持ちな

がら進めていくことがより重要な時期であった。基礎研究で得られた注目す

べき成果は、（1）純鉄中の原子空孔の移動温度は 220K と低いこと、（2）鉄

中での銅原子の照射誘起析出は低温で格子間原子機構でも生じること、（3）

純鉄単結晶の降伏応力は、らせん転位がパイエルスポテンシャルを乗り越え

て運動する際の応力で支配されているが、このポテンシャルの形状はカメル

ハンプ型であること、などである。核融合炉材料研究で得られた注目すべき

研究結果は、（1）オーステナイト鋼の原子炉中性子照射で生じるボイドスエ

リングにおいて、超高圧電子顕微鏡による電子線照射との比較より、バイア

ス因子は 40%、損傷効率は 20%であることが判明したこと、（2）バイアス因

子の原因には転位バイアスと生成バイアスが共存していること、（3）生成バ

イアスに関して重要な微小転位ループの動的挙動に関する計算機シミュレー

ションが広範に行われたこと、などである。 

 

（3）基礎力学部門（1997～2009） 
 
基礎力学部門（Division of Fundamental Mechanics）では、応用力学の

基礎である流体および固体の力学、固体・液体などの相互作用に関連した力

学のうち、当時として重要な研究、すなわち非線形波動、気液混相流、ナノ

メカニックス、破壊、複合材料、気候変動などについて個々に深く掘り下げ

て行う基礎研究と、それらを基盤にした共同研究の両面で研究活動を展開し

た。さらに、新しい力学の研究領域を創成するという目的のもとに、ナノテ

クノロジー、医用生体材料、波浪による災害の防止に関する萌芽的研究を推

進した。 
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非線形力学分野 

 非線形力学分野の前身は流体研究部流体力学部門である。非線形力学分野

は、及川正行（教授）、岡村誠（助教授）、辻英一（助手）により構成された。

流体力学部門の初期の研究課題は、後流、水面波、三次元境界層、地下水流

動、非等方性乱流などに関するものであったが、70 年代後半からは非線形分

散波動が中心的研究課題の 1 つとなった。1997（平成 9）年の応用力学研究

所の改組に伴い非線形力学分野へと移行してからは、いっそう広い立場から

非線形現象に関する力学を研究することが要請された。また、改組に伴い研

究所は全国共同利用となり、基礎力学部門では研究集会の開催に重点をおい

ていた。当分野でも非線形波動、乱流、流体に関する最新の話題などに関す

る研究集会を毎年開催した。 

 この間に非線形力学分野では以下のような研究を行い、成果を得た。特異

点閉じ込めテストを利用した非線形離散可積分系の研究（及川）、ソリトンの

弱二次元的相互作用の研究（辻と及川）、非線形定在波や短頂波

（short-crested wave）の基本的性質に関する研究（岡村）、射影演算子法を

用いたカオスあるいは乱流の平均量に関する研究（岡村）。 

 

界面動力学分野 

1997（平成 9）年の応力研改組に伴い、船舶安全性力学部門が界面動力学

分野に継承された。もともと当分野の研究内容は工学的なものだけでなく、

応用数学的あるいは理学的傾向にあったので、基礎力学部門の中に設置され

ることとなった。この改組の少し前から、超大型浮体式海上都市の研究を始

めていたので、改組を機に、水面上の弾性膜の挙動の研究、非常に多数の浮

体間の流体力学的相互干渉の研究などへと発展させ、浮体式海上空港の実現

に向けた流体力学的研究の進展に大いに貢献した。 

大楠 丹
まこと

は 2001 年 3 月に退官し、9 月 1 日からは柏木正が教授（後に大阪

大学）になるなど、新たな展開期を迎えた。その後さらに 2002 年 4 月 1 日
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に助教授として胡長洪が着任し、水波と浮体の強非線形現象に関するさらに

大規模な数値計算、密度の違いによる成層流や内部波に関連した諸問題など

へと研究の幅を大きく広げた。 
 

流力弾性学分野／ナノメカニックス分野 

海洋災害研究部耐波浪構造学部門が、1997（平成 9）年の応用力学研究所

の改組に伴い、基礎力学部門流力弾性学分野へと移行した。移行当初は橋本

良夫（助教授）、長浜智基（助手）、石井秀夫（助手）により構成されていた。

2001 年 4 月に柿本浩一（教授）が着任し、分野名がナノメカニックス分野

に改称された。 

流力弾性学分野では、耐波浪構造学部門当時より行われていた海中ブイシ

ステムを用いた海流計測などが主な研究テーマであった。また、海底ケーブ

ルの電位差の長期変化を用いた海流計測の研究も行われた。この研究により、

糸島半島－壱岐－対馬間および鹿児島－奄美間における海流と風の相関に関

する基礎データが得られた。 

 ナノメカニックス分野への改称後、研究内容も従来の流力弾性学から、半

導体を中心にしたナノスケールのメカニックスやダイナミクスに関する内容

へと変化した。以下に主な研究成果を記述する。半導体の結晶創製プロセス

で必須となる点欠陥の原子レベルでの移動現象を分子動力学法により定量的

に解明することに成功した。さらに、半導体の融液の流動現象を三次元非定

常の大規模数値解析法を用いて定量的に解析することにも成功した。実験的

には、世界に先駆けて構築した X 線透過法を用いて金属である半導体融液の

流動の可視化にも成功し、半導体のみならず液体金属の流動現象の定量的な

理解にも貢献した。また、1996 年から 5 年間に、日本学術振興会未来開拓

研究事業の一環として半導体固体と液体の界面のその場観察に関するプロジ

ェクト研究を行い、以降も継続して研究を推進した。以上のように、当研究

分野では、流動解析を含めたマクロスケールの現象から、固体と液体の界面
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におけるミクロスケールの動力学的現象、そして原子レベルのナノスケール

における動的現象の理解を通じて、半導体結晶成長のマルチスケールにおけ

るメカニックスとダイナミックスの理解と制御を目指して研究を遂行した。 

 

複合連続体力学分野 

 複合連続体力学分野は旧材料研究部弾性学部門の研究組織と設備をそのま

ま譲り受け、新たな研究方向に相応しい分野名に改称した組織である。当分

野は、高雄善裕（教授）、汪文学（助教授）、黄木
お う ぎ

景二（助手、1995～99）、

宮野公樹（助手、2002～04）により構成された。当分野を指導した高雄は、

1976（昭和 51）年に弾性学部門に講師として着任し、1979 年に助教授、1989

（平成元）年に教授に昇任した。高雄が講師として着任した時期に弾性学部

門を指導していた栖原が、1976 年に定年退官した教員の書庫から J. 

Composite Materials 過去十数年分と Academic Press の全 8 巻の複合材料

ハンドブックを入手し、これがきっかけとなり弾性学部門内で本格的に複合

材料の研究が開始された。 

繊維強化複合材料は 70年代から 80年代にかけて材料としての市民権を獲

得し、1 次構造部、高温部、しゅう動部など重要な部分への適用が進行中で、

軽量の基礎に新たな機能を付与する方向への研究展開もなされていた。複合

連続体力学分野では、このような新たな展開に関わる基礎研究を守備範囲と

し、複合材や同継手の強度に与える繊維方向あるいは温度の影響、金属含浸

カーボン繊維強化カーボンの強度、摩擦係数に及ぼす面圧、繊維方向、繰り

返し数の効果、その複合則などの研究を行った。複合機能構造の立場から、

歯科用セラミック冠の強化や歯科用脱着樹脂継手の摩擦機構など生体工学分

野の研究も手掛け、さらに基礎力学部門の共通の方向にナノメカニクス、界

面問題、あるいは生体力学が可能ではないかと考え、これらの協調研究の可

能性をも探索し遂行した。また、飛行機や自動車などを代表とする各種運輸

機器の軽量化に資する金属／繊維強化高分子のハイブリッド材の開発研究
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（層間強度の研究）も開始した。 
 

破壊力学分野 

 1997（平成 9）年の研究所改組後、「破壊力学分野」は大学院総合理工学

研究科高エネルギー物質科学専攻、ついで物質理工学専攻の協力講座として

大学院教育に参画した。（教授・高橋清、助教授・新川和夫、助手・東藤貢）。

新川のモアレ干渉法、東藤の有限要素解析法が加わり研究手段の厚みが増し、

院生教育の間口が広がった。メインの実験力学的研究に加え、応用弾性学部

門時代から注力した高分子とその複合材料の破壊をマクロとミクロの両面か

ら統合的に研究する行き方が改組後さらに発展した。代表的なものは短繊維

強化 PET の損傷解析である。試片を薄片化して電子顕微鏡によるミクロな

損傷観察を可能とさせ、強化材から生じるシアーバンドなどの損傷過程とコ

ースティックエミッションやマクロな降伏挙動との対応を明らかにした。高

橋は国際誌や国際会議のアドバイザリーボードメンバーとして、また、国際

会議の組織、米・欧の大学の訪問教授、さらには、多くの外国人研究者・留

学生の受け入れを通じて国際交流に力を注いだ。またこの間、多くの会社と

産学協同研究を実施した。 

 高橋の定年退官以降、新川和夫と東藤貢が当研究分野を引き継ぎ、材料の

破壊に関する研究を基礎的および応用的な見地から行った。基礎研究として

は、破壊現象のメカニズムを解明することを目的とし、また応用研究として

は、当研究分野で開発した破壊計測法を用いることにより、新素材の強度評

価、先端半導体デバイスの力学的信頼性評価などの産学連携研究を遂行した。

また東藤は、次世代人工膝関節・股関節の開発研究、生体吸収性高分子と生

体活性セラミックスを複合化し多孔質化した材料の力学特性や細胞増殖能の

評価、人工骨による骨再生の力学的評価などの生体材料および生体力学に関

する研究を開始した。 
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地球流体力学分野 

地球流体力学分野は、1997（平成 9）年 4 月の応用力学研究所の改組に伴

い新設された分野である。その年の 9 月に教授として和方吉信が着任し、翌

年の 4 月に伊賀啓太が助教授として加わった。伊賀は、2004 年 11 月に東京

大学海洋研究所に転出した。その後、2005 年 9 月に山本勝が助教授に着任

した。 

地球流体力学分野では、地球大気・海洋や惑星大気中の流体現象を、地球

流体力学を用い解明することを目標にしている。理論的研究から、大気海洋

大循環数値シミュレーション、人工衛星データ解析など、幅広い研究を行っ

ている。研究の対象は海洋、大気、惑星と多岐にわたる。 

大気の研究に関して、梅雨フロントなどの前線帯の安定性を、風のシアー

と降雨過程を考慮した線形安定問題から調べ、梅雨期におけるメソスケール

擾乱を解明し、さらに東シナ海に発生する中規模細胞対流や日本海西部の小

低気圧の発達について研究を行った。また、日本海の海洋中規模擾乱が低気

圧や降水に与える影響を明らかにした。惑星大気の研究では、金星大気の 4

日循環について大循環モデルを用いた数値シミュレーション研究を行ってき

た。そして、4 日循環には 2 つの多重平衡解が存在することを示した。 

 海洋の赤道域には東に進むケルビン波や、中緯度域には西に進むロスビー

波があることが知られている。これらの波動の伝播は、近年、人工衛星を用

いた海面高度の観測から、広い領域で長期間に渡り観測できるようになった。

海洋に関する研究では、これら波動の伝播特性を、データ解析や数値シミュ

レーション、理論計算から解明を行った。 

 

 

 

 

 



第 2 章 研究活動 

23-25 

第 2 節 海洋と大気の力学 
 

（1）海洋災害研究部（1962～1996） 
 

応用力学研究所は 1951（昭和 26）年の設置以来、流体研究部 3 部門、材

料研究部 3 部門の合計 6 部門の状態が長く続いた。1955 年以降は、新たに

大気・海洋圏における巨大な自然エネルギーの移動に伴って生じる現象の力

学過程を対象とする「大エネルギー力学過程」に関する研究を実施し、伊勢

湾台風がもたらした大規模な海洋災害を契機として海洋災害の防止法を集中

的に研究することを目的として 1962 年に海洋災害研究部が設けられ、同時

に船舶安全性部門、1963 年に耐波浪構造学部門、1981 年に海中作動力学部

門（10 年間の時限部門）、1991（平成 3）年に海中計測システム学部門（10

年間の時限部門）が設置された。 

応用力学研究所では、海洋工学研究者と海洋物理研究者の連携の下に海洋

環境のデータ取得のための先端的な計測法の開発を目指して 1971（昭和 46）

年に応用力学研究所海洋大型共同研究プロジェクトを発足させた。海洋災害

研究部はこのプロジェクト研究に参加し、「海洋波の計測法の研究開発」「海

上実験による海洋観測ステーションの開発研究」「総合ブイシステムによる海

洋計測法の開発研究」「海洋環境の計測とシミュレーションに関する開発研究」

「海洋における広域データの計測に関する開発研究」「海洋における熱及び運

動量フラックスの計測法に関する開発研究」「大気海洋間における物質交換過

程の計測法の開発研究」「大気海洋間の物質・熱・運動量の計測法の開発研究」

「大気海洋間における物質・熱・運動量循環の計測法の開発研究」を実施し

た。 

 

船舶安全性部門 

1962（昭和 37）年の海洋災害研究部の設置と同時に船舶安全性部門が設
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置された。1963 年には津屋崎海洋災害実験所に海洋災害実験用大水槽が完成

し、大振幅波浪中での船舶や海洋構造物の転覆・破壊現象究明のための水槽

実験を開始した。1967 年には、浮体と水面波の相互干渉に関する研究を本格

的に開始し、すでに Ursell－田才法として世界的に知られていた任意断面形

状の柱状体に働く流体力の計算法を使って、ストリップ法と呼ばれる波浪中

船体運動の計算法を確立させた（田才福造・大楠丹
まこと

）。1973 年以降は、複数

浮体間の相互干渉計算法、前進しながら動揺する船の非定常波紋の計測・解

析法の提唱などで世界的に注目される重要な研究成果（大楠・柏木正）を公

表し、1985 年以降は、海中曳航体の動力学を手始めとして、船舶・海洋工学

における流体力学的諸問題に対する数値計算法の研究（大楠・柏木）へと幅

を広げていった。特に、狭水路中での浮体に働く流体力に対する側壁影響、

船舶の波浪中抵抗増加の研究、細長船理論の進展と応用などにおいて、世界

的に注目される研究（大楠・柏木）を行った。さらに、1994（平成 6）年に

は海洋工学における重要な国際会議（The 9th International Workshop on 

Water Waves and Floating Bodies）を主催し、波浪中浮体動揺に関する研

究では、国際的な研究拠点として認められるようになった。 

また、船舶安全性部門は 1971（昭和 46）年に発足した海洋大型共同研究

プロジェクトに参加し、海洋観測ステーション・曳航体ステムの開発（大楠・

柏木）を行った。 
 

耐波浪構造学部門 

1963（昭和 38）年に新設された耐波浪構造学部門では、当初は、水力弾

塑性学のような新しい立場から、船舶などの鋼構造物、海岸堤防や防波堤な

どの臨海構造物を強大な波浪エネルギーの破壊力に対して保証する総合対策

の確立に関係する諸問題の研究（栖原寿郎）を行っていた。具体的には、「鋼

構造物の波浪衝撃破壊ならびにその防止法に関する研究」「波浪衝撃圧力とそ

れに対する構造物の応答に関する研究」などが主な研究テーマであった。ま
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た、砕波が壁体に衝突して発生する衝撃的圧力に関する実験的・理論的研究

（光易
みつやす

恒）も行われた。1978 年には応用力学研究所の大型研究プロジェクト

「総合ブイシステムによる海洋計測法の開発研究」（1978～82 年）がスター

トし、同プロジェクトにおいて、黒潮に代表される「強流帯」における海洋

計測のための海中ブイシステムを開発し、種子島南方海域の黒潮強流域にお

いて海流計測を行い黒潮の表層強流域における流れに関して多くの知見を得

た。耐波浪構造学部門は、このプロジェクトの中心として、海流計測に用い

る海中ブイシステムの研究開発を担当（川建和雄・小寺山亘）した。その後

は、このとき開発した海中ブイシステムを活用して、沖縄近海、対馬海峡、

東シナ海および南太平洋など多くの海域で海流計測を行った。海中ブイシス

テムを用いた海流計測が、部門の主な仕事となり、実験航海延日数は 384 日

に及んだ。その後、1987 年からは国際電信電話株式会社（KDD）の協力の

下で、浜田・釜山間の海底電話ケーブルを用いて計測した電位差から海流を

推定する研究（川建）や、構造物の振動に関する研究（橋本良夫）を行った。 

また、耐波浪構造学部門は 1971 年に発足した海洋大型共同研究プロジェ

クトに参加し、海洋観測ステーション・ブイシステムの開発（川建・小寺山）

を行った。 
 

海中作動力学部門／海中計測システム学部門 

1981（昭和 56）年に新設された海中作動力学部門の当初の研究課題は、「海

中の長大な弾性管の挙動」「船舶の波浪中抵抗増加」「船舶と海洋構造物の転

覆」（大楠丹）であり、1984 年からは「高速曳航式海洋観測システムの開発」

「大型浮遊式海洋構造物の係留法」「海洋構造物に加わる流体力」に関する研

究（小寺山亘・経塚雄策・中村昌彦）を実施した。海中計測システム学部門

となった 1991（平成 3）年からの研究課題は、「海洋観測用無人潜水艇の開

発研究」「海洋観測用海面ブイシステムの開発研究」「海洋構造物に加わる流

体力と運動の研究」「海洋における流体力学的諸問題の数値計算法の研究」「水
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中音響の伝播特性に関する研究」（小寺山・中村）と盛りだくさんになり、海

洋観測技術の研究に、部門を挙げて取り組んだ。 

また、海中作動力学部門は 1971（昭和 46）年に発足した海洋大型共同研

究プロジェクトに参加し、曳航体システム（DRAKE, Flying Fish）の開発

（小寺山・経塚・中村）を行った。 

 

（2）海洋環境研究部（1973～1996） 
 

海洋環境研究部は、海洋における科学技術の進歩ならびに海洋資源の開発

技術を発展させることを目的として 1973（昭和 48）年に設置された。それ

を契機に、海洋環境における力学過程の研究が始まった。同研究部は、1997

（平成 9）年の改組まで四半世紀にわたり継続して遂行され大きな成果を挙

げた海洋大型事業研究の中核を担った。その事業を代表する研究として、海

洋波の計測法の開発と黒潮強流帯の計測が挙げられる。 

 

沿岸海象力学部門 

沿岸海象力学部門は、1964（昭和 39）年に海洋災害研究部に設置され、

1973 年に海洋環境研究部へ移行した。沿岸海象力学部門では、外洋海洋波に

関する実験的研究で内外から高い評価を得た。その主な研究成果には、波浪

スペクトルの吹送距離法則の確立、および順風時にうねりが波浪の発達を抑

制する効果の発見（光易恒）、逆風による波浪減衰の解明（光易）、海面活性

剤が波浪の発達を抑制する効果の定量的計測（光易・本多忠夫）、波浪方向分

布の計測法の開発と外洋波浪方向分布特性の解明、高周波スペクトルの確立

（人工衛星から海上風を広域で計測するための基礎）、破面上の気流と水面下

の乱流特性の解明、非線形不規則波浪の分散関係の解明（増田章・光易）、波

浪成分波間の非線形伝達計算法の開発（第 3 世代以降の波浪予報の要）（増

田）、波浪バイスペクトル虚部の解釈（増田）、海面粗度の波浪依存性の問題
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提起（増田・草場忠夫）が挙げられる。そのほか大規模な現象の研究として、

黒潮蛇行の数理模型の提出とそれを検証する室内実験の成功、中規模孤立渦

の伝播や渦間の相互作用に関する研究がある（増田）。 

沿岸海象力学部門は 1971 年に発足した海洋大型共同研究プロジェクトに

参加し、海洋災害の防止と海洋開発のための海洋環境の把握が主な目的であ

った第 1 期と第 2 期の波浪観測プロジェクト（光易・水野信二郎）の成果に

よって、世界に先駆けて海洋波の方向スペクトルを提案した。これは現在で

も世界的に標準スペクトルとして広く使用されており、この功績によって米

国気象学会から 1988 年度スベルドラップ金賞が授与された（光易）。また同

研究プロジェクトで、1992（平成 4）年度から 1996 年度まで実施された大

気海洋間における物質交換過程の計測法の開発研究では、地球環境問題を意

識して研究を大気観測に広げ、大気環境研究の中心的役割を担った（植田洋

匡・草場忠夫）。 

 

海洋流体力学部門 

海洋流体力学部門は 1973（昭和 48）年に海洋環境研究部に設置された。

設立当初は室内実験による海洋流体の性質の解明、潮位や潮汐の観測、地球

流体に関する理論的研究などを中心に行い、その後、海洋波の発達機構の基

礎研究、風波の方向スペクトルの測定法の開発、黒潮と海洋潮汐との相互作

用などの研究を行った（竹松正樹・力石国男）。1979 年以後は、回転成層流

体中の渦と惑星波の理論的研究、回転流体中の物体周りの流れや、海底地形

効果に関する室内実験による研究を行った。さらに、直接測流による黒潮や

深層循環の観測、回転水槽を用いた中規模渦や自由孤立波の特性、海流の不

安定、熱塩循環などに関する研究、中規模地衡流渦の解析的・数値的研究な

どを行った。特に大規模大気海洋相互作用（ENSO）の数値的研究（山形俊

男）はこの分野における先駆けとして高い評価を得ている。また、海洋の計

測法の開発研究を目指した 1971 年からの海洋大型共同研究プロジェクトに
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も参画し、主として黒潮流域における係留観測を行った。これにより、黒潮

の流量や流速場の詳細な断面構造を取得し、黒潮研究に大きな進展をもたら

した（竹松）。1990（平成 2）年からは日本海の海洋循環に関する研究を始

め、特に 1992 年秋から CREAMS（Circulation Research of the East Asian 

Marginal Seas）と名付けられた韓国・ロシアとの国際共同研究を開始し、

その後の日本海研究に新たな方向性を与えた。この CREAMS の一環として

実施された日本海の深層係留観測では、日本海深層に季節変動の顕著な強勢

な流れがあることを初めて明らかにした（竹松正樹・アレクサンダー G オ

ストロフスキー）。同時に、CREAMS の数値研究グループは、世界で最も完

成度の高い日本海循環数値モデルを構築し（尹
ユン

宗 煥
ジョンファン

）、世界的に注目され

た。 
 

海底土床力学部門／海洋境界力学部門 

海底土床力学部門は 1976（昭和 51）年 4 月に海洋環境研究部に第 3 の部

門として設置された。10 年間の時限付きで設置された同部門は、海洋での堆

積過程を、主として流体力学的な見地から解明することを目的とし、海底乱

流、海底密度流、海洋底層流などの海底流体運動の研究や、海浜、海底斜面、

深海などでの堆積過程の研究を行った（本地弘之・金子新）。 

海底土床力学部門は、1986 年 3 月に時限を迎えたために廃止され、替わ

って同年 4 月に海洋境界力学部門が、同じく 10 年間の時限付きで設置され

た。同部門は、海面、海底、陸縁および内部成層界面などの海洋境界におけ

る流動と波動の現象の解明、およびそれらの運動による物質や熱の輸送過程

の研究を目的とし、音響計測による海洋構造の研究、連続成層流体中の内部

波に関する研究、風波によるマイクロ波の散乱特性に関する研究（本地弘之・

金子新・光易恒）などを行った。10 年間の後半では、北太平洋亜熱帯循環の

西岸境界流である黒潮について、日本南岸での黒潮および黒潮再循環流の流

量と熱流量を評価するために、四国の足摺岬から南南東に伸びる観測線を設
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け、その測線上で集中した協同海洋観測を行った。特に、1993（平成 5）年

から 1995 年までの 2 年間、世界海洋循環実験（WOCE）の一環として、係

留流速計などによる海洋観測を集中して行った。また、黒潮の表層の強流部

分に関する情報を補うため、観測船による CTD（電気伝導度・水温・水深計）

観測を測線に沿ってなるべく頻繁に実施した（今脇資郎・アレクサンダー G 

オストロフスキー）。 

 

（3）海洋大気力学部門（1997～2009） 
 

1997（平成 9）年に応用力学研究所が全国共同利用研究所に改組されたこ

とに伴い、5 分野からなる海洋大気力学部門が設置された。海洋および大気

中の海流、潮汐、渦、前線、乱流、偏西風、台風、季節風などの流動現象は、

物質・熱・運動量の運び手として、地球環境、自然災害や漁業・農業、航空・

海上輸送、地上・海洋開発などに大きな影響を及ぼし、人間生活に広範かつ

重大な結果をもたらす。海洋大気力学部門は、この自然流体の力学現象およ

び自然流体と人工構造物の相互干渉について、地球環境の保全と開発の調和

および災害の防止を目指して理学と工学の協力の下に、理論・数値解析、室

内実験および野外観測などさまざまな研究手法を駆使して研究を推進した。 

  

海洋循環力学分野 

海洋循環力学分野の前身は、1973（昭和 48）年の海洋環境研究部の発足

と同時にスタートした同研究部の海洋流体力学部門である。 

海洋循環力学分野では、日本海の深層循環を明らかにするための係留観測

に加えて、人工衛星による海面水温分布や漂流ブイの軌跡から海洋表層の流

動特性に関する研究（竹松正樹・アレクサンダー G オストロフスキー）を

行った。 

2001（平成 13）年以降は、日本海の中・深層循環の観測的研究を引き続
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き行い、韓国、ロシアさらにアメリカとの共同研究も行ったが、東シナ海の

大陸棚縁辺部における黒潮と陸棚水との混合過程に関する研究が、同分野の

研究のもう 1 つの柱となり、力学シミュレーション研究センター、大学院総

合理工学研究院、長崎大学などとの共同研究として、黒潮前線渦の挙動やそ

れに伴った低塩分水の潜り込み、さらに内部波やより短いスケールの混合過

程と海洋循環との関係に関する研究（松野健・千手智晴）を行った。 

 

海洋渦動力学分野 

海洋渦動力学分野の前身は、1976（昭和 51）年に海洋環境研究部に 10 年

間の時限付きで設置された海底土床力学部門である。同部門は 1986 年に海

洋境界力学部門となり、さらに 1996（平成 8）年には海洋渦動力学部門とな

った。1997 年の応用力学研究所の改組に伴い、海洋渦動力学分野となった。 

海洋渦動力学分野は、海洋における熱、物質および運動量の輸送に重要な

役割を果たしている、中規模渦などの海洋の渦動や黒潮などの西岸境界流の

実体を把握し、その力学を解明し、グルーバルな海洋環境の変動を把握する

ことを目指した。具体的には、中規模渦などの渦動の発生・発達・消滅過程

の研究、黒潮の変動機構の研究、中規模渦や黒潮が海洋大循環や全球的な熱

の南北輸送において果たしている役割に関する研究、人工衛星海洋観測デー

タの処理法と解析法の開発、人工衛星などによる海洋変動の長期モニター法

の開発研究など（今脇資郎・市川香）を行った。また、1997 年後半から 2002

年前半までの 5 年間、黒潮変動を予測するためのシステムの開発を目指して、

全国の大学等の研究者による研究チームを結成し、科学技術振興事業団によ

る事業として、「黒潮変動予測実験」を実施した。 

 

海洋流体工学分野 

海洋災害研究部の海中計測システム学部門は、1997（平成 9）年の応用力

学研究所の改組に伴い、海洋大気力学部門の海洋流体工学分野に移行した。
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研究課題は前部門の課題を踏襲しつつ、制御工学的な課題にも取り組んだ。 

主な研究課題は、「曳航自航両用型水中ビークルの開発研究」「係留された

浮体式海洋構造物のスラスターによる長周期動揺制御」「曳航体の運動制御」

「大気海洋環境総合観測ブイの運動・係留と波浪発電性能に関する研究」「係

留された浮体の運動予測に関する研究」「海底ケーブルの敷設・回収に関する

研究」「石垣島近海に設置する波浪計測用ブイシステムの開発研究」「円盤型

水中グライダーの動特性」「ライザー管の動特性を考慮した超大型掘削船のダ

イナミックポジショニングシステム」「弾性長大管の挙動と渦励振に関する研

究」（小寺山亘・中村昌彦）、「ビジュアルフィードバックに関する研究」「作

業艇の艤装に関する研究」「ウィンチ制御による内航船の自動係船装置の開発」

「ワーキング型 AUV の針路制御と実海域試験」「水中ビークルのミッション

に応じた最適形状に関する研究」（中村）などであり、民間企業・他大学・他

研究機関との共同研究を積極的に実施した。研究成果を基に建造された実機

も少なくない。2002 年には世界最大の海洋工学に関する国際会議である

International Ocean and Polar Engineering Conference を北九州市におい

て開催した。2004 年度に小寺山は研究室を離れ、九州大学副学長・理事に就

任した。 

 

大気変動力学分野 

流体研究部の計測流体部門は 1997（平成 9）年に、「流体運動の不安定現

象、乱流のコヒーレント構造と輸送機構、成層乱流、大気汚染物質の長距離

輸送」を基礎としつつ、大気乱流構造の解明をさらに発展させ、あわせて地

球規模、局地規模の大気環境の研究の発展強化を目指して、海洋大気力学部

門の大気変動力学分野へ移行した。研究の対象を「地球規模、局地規模の大

気環境の研究と大気環境保全の総合的対策」を含むように拡大し、流体力学

と気象学を融合した環境流体力学に基づいた研究を展開し、東アジア域の大

気汚染長距離輸送と地域気象変化に関する研究を精力的に展開した。また、
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同時に温度成層風洞や水槽を用いた流体内での様々なスケールの物理現象の

基礎流体力学的研究を行い、この成果を基に、環境大気の運動、大気質の輸

送・変質・除去過程の総合的数値シミュレーション法の研究と応用を研究所

内外と協力して行うと共に、国際共同研究も同時に進めた（鵜野伊津志・辰

野正和）。 

大気変動力学分野に移行後は、特に、東アジア規模の大気環境の数値解析

に関する研究を進め、東アジアスケールの地域気象と越境大気汚染を数値モ

デルでシミュレートし、高低気圧の通過に伴う汚染物質や鉱物性粒子（黄砂）

の輸送と変質機構について研究を進め、2001 年に東アジア域で行われた国際

共同観測 ACE-Asia に参加し、同領域を対象とした化学天気予報システム（通

称 CFORS システム）により大気汚染物質の広域輸送予測システムを確立し

た。また、地上・宇宙ライダー計測と黄砂輸送モデルを連携させた解析を行

い、中国の乾燥域で発生した黄砂が約 2 週間で地球を 1 周していることを世

界で初めて明らかにした（鵜野）。一方、全球エアロゾル輸送・放射モデルを

用いた気候変動に関する研究も進め、全球エアロゾル輸送・放射モデル

SPRINTARS を用いて、化石燃料や焼き畑起源の硫酸塩粒子、炭素性粒子な

どの人為起源や砂漠からの土壌粒子や海面からの海塩粒子などの自然起源の

大気浮遊粒子エアロゾルを地球規模でシミュレートし、エアロゾルによる気

候に対する影響を解析した（竹村俊彦）。 

 

大気流体工学分野 

1997（平成 9）年の応用力学研究所の改組に伴い、流体研究部の流体工学

部門（第三研究室）は海洋大気力学部門の大気流体工学分野へ移行した。大

気との係わり合いを深め、地表に近い大気に現れる風の動きおよび乱流の輸

送拡散現象の基礎過程を調べ、大気環境の調和と保全ならびに風力エネルギ

ーの有効利用に関する研究を開始した。1998 年には大型境界層風洞となる地

球大気動態シミュレーション装置が筑紫キャンパスに建設され、全国共同利
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用研究所の大型装置群の 1 つとして供されている。従来の風工学研究をより

広範に拡大し、風災害の予測と対策、大気環境の解明と予測、風力エネルギ

ー利用など、流体工学の基礎から、環境や自然エネルギーを含む研究分野を

包含し、研究所内外、および国際的な共同研究を進めた。 

特に近年は、風力エネルギーの有効利用に関する研究を集中的に進め、高

出力風車の研究開発を行ってきた。風車による発電量は風速の 3 乗に比例す

る。地形や構造物の流体力学的性質を上手に利用して風を増速させ、風エネ

ルギーを局所的に集中することができれば、発電量は飛躍的に増加し、発電

適地は拡大し、発電可能日数も増えることが期待される。このように風のエ

ネルギーを積極的に集めることをコンセプト（「風レンズ」技術）にして、「レ

ンズ風車」と称する革新的な風力発電システムを創り出した（大屋裕二・烏

谷隆）。 

同時に、風車の立地選定を行う際、あるいは風車立地後の日々の発電量予

測を行う場合には、高精度な局地風況予測が必要であり、「リアム・コンパク

ト」と称する日本の複雑地形に適した風況予測技術の開発に成功した。同技

術は、国内外の数多くの風力発電所に適用が開始された（内田孝紀）。 

 

（4）地球環境力学部門（2010～ ） 
 

2010（平成 22）年の応用力学研究所の改組に伴い、海洋大気力学部門を

拡充して 6 分野からなる地球環境力学部門が発足した。また、2010 年度か

ら、附置研究所経費（正式名：共同利用・共同研究拠点等運営経費）により、

「地球温暖化と急激な経済発展が東アジア域の海洋・大気環境に及ぼす影響

の解明」という課題の下に、主として東アジア域の大気海洋環境に関わる現

象の解明を目指したプロジェクトが実施されている。同部門は、東アジア海

洋大気環境研究センターと共に、このプロジェクトの中心的役割を果たして

いる。 
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海洋動態解析分野 

海洋動態解析分野の前身は海洋大気力学部門の海洋循環力学分野である。

海洋動態解析分野では、海洋の循環・混合過程の力学的解明を目的とし、東

アジア縁辺海や有明海、能登半島周辺など沿岸域を対象として、現場観測に

基づいた研究（松野健・千手智晴）を行っている。さらに、大陸起源水が東

シナ海陸棚域の海洋構造や生物環境に及ぼす影響、台湾海峡通過流量のモニ

タリング、日本海深層における混合と循環、有明海における鉛直混合過程、

対馬海峡から日本海沿岸までの定置網を利用した水温・塩分のモニタリング

など、韓国や台湾の他、国内の大学や日本海沿岸の研究機関等、多くの機関

と共同研究（松野・千手）を行っている。最近の具体的な研究課題は「河川

水や黒潮亜表層水が東シナ海とその周辺海域の海洋環境に及ぼす影響」「日本

海の海水循環に関する研究」「台湾海峡通過流量のモニタリング研究」「沿岸

域における海水混合に関する研究」「日本海沿岸の試験研究機関との連携研究」

である。 

また、海洋動態解析分野はプロジェクト研究「地球温暖化と急激な経済発

展が東アジア域の海洋・大気環境に及ぼす影響の解明」に参加し、台湾海峡

を横断するフェリーによる同海峡通過流量のモニタリングを継続し、流量の

季節変動を長期間の実測データによって初めて明らかにしている（松野・千

手）。 

 

海洋環境物理分野 

海洋環境物理分野の前身は海洋大気力学部門の海洋渦動力学分野である。

所属する教員は和方吉信・市川香・馬谷紳一郎の 3 名である。当分野では、

海洋における物質、運動量および熱の輸送に重要な役割を果たしている海洋

渦動や黒潮などの西岸境界流の実態を把握し、その物理機構を解明し、東ア

ジア域の海洋環境の変動に果たす役割を把握することを目指している。具体

的には、中規模渦の発生・発達・移動・消滅過程の研究、黒潮の変動機構の
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研究、LES（large eddy simulation）による乱流渦シミュレーションの研究、

人工衛星などによる海洋変動の長期モニター法の開発研究など（和方・市川）

を行っている。主な研究課題は「GPS による海面高度の観測」「LES による

海洋乱流シミュレーション」「海底境界層の線形安定性解析」である。 

また、海洋環境物理分野はプロジェクト研究「地球温暖化と急激な経済発

展が東アジア域の海洋・大気環境に及ぼす影響の解明」に参加し、対馬海峡

横断フェリーに搭載した GPS（全地球測位システム）による海面高度計測技

術の開発（市川）を行っている。 

 

海洋工学分野 

海洋工学分野の前身は海洋大気力学部門の海洋流体工学分野である。海洋

工学分野は、海洋の持続可能な開発の手法確立を目指して、海洋の環境計測

や資源生産用機器開発とそのための流体力学・運動制御の研究（中村昌彦）

を行っている。研究開発にあたっては、理論解析、数値解析、室内実験、海

洋実験、海洋観測と、機器の開発に必要なすべての研究段階を実行すること

を特徴としている。また数トン以下の海洋観測用ブイシステムから数万トン

の海洋資源生産プラットホームまで、あるいは海面に浮かぶ浮体から深海探

索ロボットまで、多種多様な機器を研究対象としている。主な研究課題は「バ

ーチャルモアリング用円盤型水中グライダーの開発」「深海曳航体システムに

関する研究」「絶滅した遊泳性爬虫類の遊泳性能評価に関する研究」「浮体式

洋上ステーションの研究開発」である。 

また、海洋工学分野はプロジェクト研究「地球温暖化と急激な経済発展が

東アジア域の海洋・大気環境に及ぼす影響の解明」に参加し、海洋観測用水

中グライダーの開発（中村）を行っている。 

 

大気環境モデリング分野 

大気環境モデリング分野の前身は海洋大気力学部門の大気変動力学分野で
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ある。大気環境モデリング分野は、気象・気候変動に関するシミュレーショ

ン、大気汚染に伴う大気環境変化の動態や輸送機構の解明を行い、環境大気

の運動・大気質の輸送・変質・除去過程と気候変動解析の総合的数値シミュ

レーション法の確立を目指した研究を行っている。大気汚染物質は国境を越

えて移流する懸念があることから東アジア全体での大気環境の保全を推進す

る必要性が指摘されている。研究課題「東アジア規模の大気環境の数値解析

に関する研究」では、東アジア規模の地域気象と広域大気汚染を数値モデル

でシミュレートし、衛星データや様々な地上観測データとの比較を通じて、

アジア域の光化学オゾンや微小粒子状物質（PM2.5）の輸送と変質機構につ

いての解析を進めている。また、世界的に広く用いられている CMAQ や

GEOS CHEM 化学輸送モデル等に観測データを同化するシステムを組み込

み、人為起源汚染物質や鉱物性エアロゾル（黄砂など）の対流圏での分布や

排出量の推定を進めている（鵜野伊津志）。一方、エアロゾルは太陽・赤外放

射の散乱・吸収や雲微物理特性に与える効果等により、気候変動を引き起こ

す。研究課題「地球規模の大気エアロゾルの輸送と気候変動に関する研究」

では、全球エアロゾル輸送・放射モデル SPRINTARS の開発を行い、大気大

循環モデルと結合させ、エアロゾルと気候の相互作用プロセスのモデリング

を導入することにより、エアロゾルの気候影響の解明を目指している（竹村

俊彦）。 

 

大気物理分野 

大気物理分野の前身は基礎力学部門の地球流体力学分野である。当初は岡

本創・山本勝・佐藤可織の 3 名体制であったが、2011（平成 23）年 7 月に

江口菜穂が加入した（女性枠公募）。大気物理分野は、雲やエアロゾルの能動

型リモートセンシングにより、気候システムにおけるそれらの役割や大気放

射と水循環について理解することを目指した研究を行っている。独自解析技

術の開発により、衛星搭載雲レーダ・ライダを活用して構築を進めている
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「雲・エアロゾル種類別の全球 3 次元特性データセット」は国内外の研究機

関へ広く配布されている。同時に、数値モデルと観測データの比較手法「シ

ミュレータ」の開発および、国際共同開発の衛星解析シミュレータ

（Joint-Simulator）への応用、「大気大循環モデル等の評価と改良に関する

研究」を推進している。これらの包括的な気候研究の発展として、次世代型

ドップラー雲レーダ・高分解能ライダを搭載した「EarthCARE 衛星」を日

欧国際協力の下で推進し、主要解析アルゴリズムの開発を担っている。以上

の「能動型地球観測センサーによる雲・エアロゾル特性に関する先駆的研究」

により 2011 年度の日本気象学会賞を受賞した（岡本）。また、「大気力学の

海洋気象や惑星大気への応用」を進め、降水予測の高度化や中緯度大気海洋

相互作用の解明に向けて、東アジア縁辺海データ同化プロダクトを用いた気

象シミュレーションを行い、縁辺海況が気象に与える影響を明らかにした。

また、比較惑星科学の見地から、厚い雲に覆われた惑星の大気大循環モデリ

ングを行ない、惑星探査データの物理的解釈やモデルの高度化を進めた（山

本）。 

 

非線形力学分野 

2010（平成 22）年の応用力学研究所の改組に伴い、基礎力学部門の非線

形力学分野は地球環境力学部門へ移行した。非線形力学分野の特徴は、モデ

ル方程式を導き、その方程式の解を求め、さらに物理現象に対する共通の概

念を確立することによって、乱流、水の波などの流体中の非線形現象の解明

を目指していることである。主な研究成果は以下の通りである。射影演算子

法の定式化の下で、時間相関関数と記憶関数の相似性を仮定して、時間相関

関数に関する閉じたモデル方程式を導いた（岡村誠）。三次元定常進行水面波

の大振幅極限に至るまでの波形を正確に求める計算手法を開発し、それを用

いて、頂角、高調波共鳴の問題を解決した（岡村）。流体を伝播するソリトン

の二次元相互作用をモデル方程式によって調べ、新しいソリトンの生成など
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の定性的に異なる現象が、相互作用する角度やソリトンの振幅に依存して現

れることを明らかにした（辻英一）。 

 

（5）研究センターの設立（1997～ ） 
 

津屋崎海洋災害実験所 

津屋崎海洋災害実験所の由来は財団法人「滑空研究所」にまで遡る。第二

次世界大戦が終わると滑空研究所は解散し、その津屋崎の施設が 1945（昭和

20）年 12 月に九州大学流体工学研究所に貸与（1950 年 2 月寄付）された。

これが「津屋崎分室」の始まりである。1965 年 4 月には名称を改め、応用

力学研究所附属「津屋崎海洋災害実験所」が正式に発足した。「海象・気象災

害に関する学理およびその応用の研究」が目的であった。研究センターの前

身である津屋崎海洋災害実験所は、大気海洋環境理工学の総合的な実験施設

として、海洋災害実験水槽、台風災害実験風洞、海洋波データ解析用電子計

算機、津屋崎沖海洋観測ステーションなど大学の実験施設としては他に例を

見ないほど充実した実験施設を備え、海洋大型事業研究の基地として大きな

役割を果たした。海洋工学、海洋物理学、構造力学、流体力学の分野で質の

高い数多くの基礎研究が実施された。 

 

力学シミュレーション研究センター：DSRC 

1997（平成 9）年 4 月に応用力学研究所が全国共同利用研究所に改組され

たのを契機に、津屋崎海洋災害実験所は発展的に解消し、2007 年 3 月まで

の 10 年時限で「力学シミュレーション研究センター（Dynamics Simulation 

Research Center）」が発足した。DSRC は室内実験、野外計測、数値実験の

3 分野で構成された。目的とする事業は 2 つあった。1 つは長期事業で、全

国共同利用の応用力学研究所を支える基盤センターとして、大型力学実験・

計測設備（核融合プラズマ関係を除く）ならびに電算機を統合運用し全国共
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同利用に供することであった。この事業では萌芽領域から先端分野まで、海

洋・大気から材料、乱流プラズマまで、広く力学全般の共同研究の実施と研

究集会の開催支援を行った。もう 1 つは短期事業で、津屋崎海洋災害実験所

を継承し海洋大気力学研究を新たな規模で飛躍させる研究センターとして、

東アジア海域の海洋大気環境監視・予測を目指す実証的研究を推進すること

であった。海洋大気力学部門や基礎力学部門と共同で、「ミニ大洋」であり「野

外実験室」である日本海を舞台に、海洋学の夢である海況監視・予測に向け

た研究を展開し世界を先導した。 

［室内実験分野］ 

DSRC の設立に際し、海洋環境研究部の沿岸海象力学部門を振り替えて室

内実験分野が設置された。室内実験分野では増田章が中心となり、海洋環境

シミュレーション水槽ほか多くの室内実験・野外計測装置を維持し研究に活

用した。草場忠夫らが海洋レーダー適地の選定や地元交渉に尽力し、2001（平

成 13）年末には、対馬海峡に 7 基の海洋レーダーを配備し稼働を開始した。

そのバトンは吉川裕に渡され、日本海の入口である対馬海峡の海洋変動を調

べ、日本海の境界条件を明らかにする研究を進めた。主な研究成果は、高精

度・高速の波浪成分波間非線形伝達計算法の開発、有限水深域における非線

形伝達計算法の開発、砕波がエネルギーを再分配する役割の発見、深層熱塩

循環のもつ水平・鉛直構造（密度拡散を原因とする境界層）の解明、海底地

形が深層循環の三次元構造に及ぼす種々の影響の解明、不規則風が駆動する

中規模渦の水平・鉛直構造、中規模渦群に対する海底地形効果の解明、対馬

海峡における海洋レーダーによる表層海流観測、観測ステーションで連続計

測した海上風と波浪特性の気候値の確立である。 

［野外計測分野］ 

野外計測分野は DSRC の設立と共に 1997（平成 9）年に新設された。野

外計測分野の教授に着任した柳哲雄は、まず日本海のボックスモデルを構築

し、日本海の水・塩・全リン・全窒素の収支を推定して、日本海の低次生態
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系をめぐる物質循環の全容を明らかにした。さらに、数値計算分野で開発さ

れた日本海の流動モデルに低次生態系モデルを組み込み、人工衛星で観測さ

れた日本海における春季ブルームの北上現象（海の桜前線）を再現すること

に成功した。 

同時に、博多湾・洞海湾・有明海・大阪湾・伊勢湾・東京湾など、富栄養

化問題を抱えた閉鎖的内湾の低次生態系の特性を数値生態系モデルによって

明らかにする研究を行った。 

野外計測分野の研究フィールドは、東アジアから東南アジアの沿岸海域へ

拡大していった。2000 年 10 月には韓国、中国・香港・フィリピン・ベトナ

ム・カンボジア・タイ・マレーシア・インドネシアなどの国々から 32 名の

若手研究者を招聘し、アジア学術セミナー「東アジアの大気・海洋中の汚染

物質輸送」を 10 日間にわたって開催した（日本学術振興会との共催）。2001

年からは 5 年間日本学術振興会の援助の下で、国際共同研究「東南アジア沿

岸海域の物質輸送」をフィリピン・ベトナム・タイ・マレーシア・インドネ

シアの若手研究者と共に実施した。 

［数値計算分野］ 

数値計算分野も 1997（平成 9）年に DSRC の 1 分野として新設された。

日本海の数値モデル研究は以前から進められていたが、数値計算分野の設置

（尹
ユン

宗 煥
ジョンファン

の教授昇任）によってさらに拡充が図られた。特に、国際共同研

究 CREAMS で明らかにされた、CTD や中層フロート PALACE による日本

海北部の反時計回りの循環、日本海中層水の挙動、アルゴスブイの奇妙な振

舞いなどが、独自開発した海洋循環モデル“RIAM Ocean Model”によって

再現され、力学的なメカニズムまで明らかになった。「地球シミュレータ」に

おける同モデルのベクトル化率は抜群に高く、琉球海流のシミュレーション

にもいち早く成功した。 
1997 年 1 月の日本海でのタンカー「ナホトカ号」の沈没に伴う重油流出

事故を受け、日本海の海洋循環モデルに流出重油の移流拡散・生物化学的変
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質過程を導入した。過去の主な重油拡散シミュレーションに成功しただけで

なく、不測の事故に備えた流出拡散予測システムも確立した（セルゲイ M ヴ

ァーラモフ）。 

1997 年 2 月より、日本海モデルの流入境界条件を得ることを主目的とし

て、博多・釜山間の定期旅客船に音波式流速計を搭載し、対馬海流の流動構

造のモニタリング（週 3 往復）を開始した（尹）。その後、15 年を超える長

期間の海流観測として継続している。 

2001 年 4 月からは、新任の広瀬直毅を中心としてデータ同化手法を用い

た日本海の海況予報モデルの開発を進め、2004 年には日本海海況予報システ

ムのウェブ公開を開始した。 

 

東アジア海洋大気環境研究センター：COAR 

東アジア海洋大気環境研究センター（Center for East Asian Ocean- 

Atmosphere Research）は、DSRC が行ってきた短期事業「日本海の海象・

気象変動の監視と予測」の成功を踏まえ、それを東アジア域の海洋大気環境

研究に発展させるため、2007（平成 19）年度に 10 年時限で設立された。日

本が位置する東アジア海域はユーラシア大陸東端にあり、いくつかの縁辺海

と太平洋北西部海域で構成されている。その沿岸域には世界で最も多くの人

間が生活し、活発化する経済活動とあいまって、様々な汚染を引き起こす人

為起源物質が東アジア域の海洋大気環境を大きく変えつつある。このように

地球温暖化や陸域からもたらされる人為影響を的確に捉え、日本を含む東ア

ジア域に今後起こりうる環境変化を予測することは、待ったなしの社会的要

請であり、喫緊の研究課題となっている。 

COAR は東アジア域の海洋大気環境を研究対象とし、今後の環境変化を監

視・予測する世界的な研究拠点となることを目指している。具体的には、光

化学スモッグなどの大気汚染、集中豪雨などの異常気象、エチゼンクラゲ大

発生などの生態系異変、日本海鉛直循環流停止などの海洋異変など、東アジ
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ア域の海洋大気環境に起こっている地球温暖化や人為起源物質による異変を

的確に捉え、今後の温暖化進行や人為起源物質放出の継続によって、東アジ

ア域の海洋循環、大気循環、海象、気象、生態系、汚染動態がどのように変

化するのかを定量的に予測することを目的としている。 

これらの研究課題を遂行するためには、海洋力学と大気力学、および生態

学や環境科学の密接な連携が必要であるため、COAR を本務とする海洋力学

分野（増田章・吉川裕）、海洋生態系分野（柳哲雄）、海洋モデリング分野（尹

宗煥・広瀬直毅）の他に、大気環境モデリング分野（鵜野伊津志・竹村俊彦）、

大気物理分野（岡本創・山本勝）の協力（兼任）を得て、「共同利用・共同研

究拠点等運営経費」による「地球温暖化と急激な経済発展が東アジア域の海

洋・大気環境に及ぼす影響の解明」事業を中心的に推進している。また全国

共同研究による国内・国際連携、特に東アジア・東南アジア諸国との連携研

究を積極的に推進している。 

これらの事業を通じて、気候変動や環境問題に対応して日本の責務を果た

し、海洋と大気の基礎的な力学研究から応用的な環境研究を先導する世界の

研究拠点を形成することを目指している。 

 

 

第 3 節 高エネルギー力学 
 

（1）高エネルギー工学研究部／高エネルギー力学研究部 
  （1966～1996） 
 

高エネルギー工学研究部の歴史は 1966（昭和 41）年の高エネルギー工学

研究部・高エネルギー材料力学部門の発足に遡る。高エネルギー工学研究部

は、従来の経験をはるかに超える高温、高速、高圧などの領域における力学

的挙動に着目し、これらを高エネルギー密度領域における新しい応用力学と
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して総合的に体系づけ、種々の先端的工学課題の解決に寄与することを目的

とする。そして 1969 年に高エネルギー加工学部門、1971 年に高エネルギー

流体力学部門がそれぞれ新設された。1976 年には高エネルギー力学研究部へ

名称が変更された。1979 年には高エネルギープラズマ力学部門が増設された。

1984 年には大学院総合理工学研究科高エネルギー物質科学専攻の新設に伴

い当研究部の各部門および材料研究部の 2 部門が協力講座として参加し、新

専攻設立の中心となる役割を果たした。1987 年 5 月に高エネルギープラズ

マ力学部門は、Tokamak of Research Institute for Applied Mechanics

（TRIAM）計画を推進するための応用力学研究所附属施設として強磁場プラ

ズマ・材料実験施設へと組織変更された。 

 

高エネルギー材料力学部門 

高エネルギー材料力学部門は教官 3 名（北島一徳・二神光次・中崎忍）、

技官 2 名（七森洋司・岡崎広美）を迎えて発足した。それまでの鉄低温脆性

の研究から原子炉圧力容器の中性子照射脆性の基礎研究に向かった。当時国

内に新設された照射設備である京都大学原子炉実験所原子炉および日本原子

力研究所の材料試験炉の全国大学共同利用研究に参画した。これらの設備で

は脆化の研究にはなお照射量が足りないので国外の原子炉を利用する全国的

な研究組織が発足し、またこれを機に 1980（昭和 55）年より材料照射日米

シンポジウムが開始された。第 2 回京都シンポジウム（1981 年）の際、米

国側よりそれまで国外秘とされていた核融合炉材料の重照射研究結果が公表

され、日本側でも問題の重要性から日本原子力委員会に材料分科会が設けら

れて重照射研究の基本方針と長期計画が策定された。さらに国内の研究発表

が急増したため、核融合炉材料国際会議が日本側より提案され、第 1 回会議

が 1983 年に東京で開催された。 

核融合炉では、核分裂炉に比較して、発生する中性子エネルギーは 14MeV

と後者の 1MeV よりも大きく、多数のカスケード（格子欠陥多重発生）を発
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生し、また核反応によるヘリウム原子を発生する。これらの影響を理論的に

予測する統計的理論が北島により発展させられ、材料強度国際会議（1980

年）、陽電子消滅国際会議（1983 年）、核融合炉材料国際会議（1983 年）等

で発表された。さらに蔵元英一が 1976 年 5 月に着任し、照射脆化やボイド

スエリング等の新しい課題に実験・理論の両面から精力的な研究が展開され

た。核融合研究が世界中で活発化する中、1980 年に着任した吉田直亮らは、

1982 年から始まった日米科学技術協力事業による中性子照射研究に常に主

要メンバーとして参画し、特に、損傷過程の原子レベルでの微視的機構の解

明に重点をおいた当グループの研究は、核融合材料開発戦略を基礎から支え、

先導する研究として重要な役割を果たして来た。一方、所内においては、ト

ライアム計画の中で 1990（平成 2）年にプラズマと壁材料との相互作用の研

究を目指した実験設備が大幅に整備されたのを契機に、トライアムプラズマ

実験グループとの共同研究が一段と強化され、TRIAM-1M を用いたプラズ

マ粒子による微視的損傷や材料表面の変質に関する研究が行われた。 

 

高エネルギー加工学部門 

 高エネルギー加工学部門は、1969（昭和 44）年に発足し、村岡克紀と平

城直治によるプラズマ基礎およびレーザ計測に関する実験、二神光次と明石

義人による X 線回折等を用いた固体結晶の格子欠陥の研究が行われた。その

後、プラズマ研究所より伊藤智之が着任し、核融合プラズマの基礎的研究を

目的として「保持プラズマ加熱・乱流過程実験装置（強磁場トカマク）」

TRIAM-1 が建設されることになった。TRIAM-1 の建設が急速に進められ、

実験が開始された。TRIAM-1 装置は 1977 年度より整備を開始し、1978 年

12 月に稼働したトロイダル磁場 4 テラスの小型強磁場トカマク装置であり、

国内で唯一の核融合の強磁場路線を推進する実験設備であった。1979 年 3

月 2 日には装置完成の見学説明会が開催された。研究目的は（1）強磁場ト

カマクプラズマの比例法則の確立、（2）乱流加熱の効果の検証、（3）乱流過
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程の解明である。高エネルギー加工学部門の伊藤智之が中心となって設計・

建設・実験を行い、平城直治は TRIAM-1 装置の周辺機器およびトムソン散

乱装置や可視分光装置を用いた実験を実施した。川﨑昌二（技官）は装置に

必要な電子回路の設計・製作を行い、中島寿年（技官）はプラズマへのガス

供給装置を製作した。青木貴子（技術補佐員）は TRIAM-1 装置のデータ収

集用ソフトの開発を行った。菊池満は TRIAM-1M 装置のポロイダルコイル

配置の検討を行った。 

1984 年 4 月以降は、高エネルギー加工学部門では、吉田直亮・室賀健夫・

徳永和俊らにより、主に核融合炉などの材料に関する研究が行われた。この

分野でこれまで行われていた中性子／重イオン照射による照射損傷に加え、

プラズマ粒子による照射欠陥形成やプラズマ実験グループとの共同研究によ

る実機プラズマと壁との相互作用による表面損傷について研究を開始し、新

しい分野を開拓した。 

 

高エネルギー流体力学部門 

高エネルギー流体力学部門は 1971（昭和 46）年 4 月、高エネルギー工学

研究部に新設されたことに始まる。矢嶋信男が 1973 年 2 月付で教授に着任

し、河野光雄、中島寿年（技官）とともに、非線形波動現象の研究、プラズ

マにおける異常輸送現象の研究等が行われた。さらに 1974 年 2 月付で河合

良信が着任し、長谷川雅昭も加わって、乱流プラズマの基礎実験、プラズマ

中の非線形静電波動現象の実験研究が始まった。1977 年には、中村一男が加

わり、TRIAM-1 の設計・製作や実験における中性粒子エネルギー分析器に

よるイオン温度計測を担当した。1981 年から矢嶋信男・河合良信・中島寿年

により、高温プラズマ中や分散媒質中の非線形波動の理論、大直径・高電子

温度プラズマの生成、ビーム・プラズマ系における爆発型不安定性の研究が

行われた。河合良信は、TRIAM-1 装置の計測装置を用いてプラズマ中の多

様な不安定波動に関する研究を行った。1984 年 4 月より新たに加わった河
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野光雄・田中雅慶とともに、高温プラズマ中の非線形波動の理論、プラズマ

における不安定成長と乱流発生の計算機シミュレーション等の研究が行われ

た。この頃より高エネルギー流体力学部門では理論を司る分野としての方向

性を明確に示してきた。また、1991（平成 3）年に助教授へ昇任した永尾明

博が加わり、TRIAM-1M 装置の建設や計測機器の開発に多大な功績を残し

た。 

 1992 年 7 月付で文部省核融合科学研究所より教授として異動した伊藤早

苗をはじめ、河野光雄・中島寿年により、プラズマの異常輸送と構造形成に

関する新しいモデル理論の提唱、プラズマにおける表面相転移現象（H モー

ド理論）、プラズマにおける磁力線のストキャスティシティ（磁気カオス）と

異常輸送の理論、電場構造と運動量輸送と構造形成の理論等の研究が行われ

た。1996 年初めに日本原子力研究所より矢木雅敏が新たなスタッフとして加

わり、微視的不安定性に基づくプラズマ乱流、構造形成に関する研究、核燃

焼プラズマの動的特性に関する研究も始まった。さらに、高温プラズマの過

渡応答に関する研究、強い亜臨界プラズマ乱流の統計理論の構築、階層モデ

ルに基づく MHD モード解析などの研究も行われた。 

 

高エネルギープラズマ力学部門 

核融合実験研究を推進する部門として高エネルギープラズマ力学部門が

1979（昭和 54）年度に新設され、東井和夫が着任し、高エネルギー加工学

部門の伊藤智之を中心に、TRIAM-1 装置を用いた乱流加熱に関する実験を

実施した。1984 年 4 月には高エネルギー流体部門より中村一男が着任し、

核融合プラズマ実験関連の人員の充実が図られた。TRIAM-1 装置において

は乱流加熱によるイオン加熱を行い、190 万℃から 640 万℃への加熱に成功

したことが 1980 年 1 月 15 日に新聞各紙に報じられた。また、1cm3あたり

電子 220兆個の高密度の達成や高温プラズマの中での低周波イオン音波の検

出を行い、乱流によるイオン加熱の原理検証等の実績を挙げた。 
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TRIAM-1 装置における成果と新技術の開発研究を組み合わせ、核融合の

実現により一層の貢献をすることを目的として 1982年度から 4か年計画（シ

ーリングの影響で翌年 5 か年計画に変更）で「超伝導強トロイダル磁場実験

装置（TRIAM-1M 装置）」の建設に取り掛かった。1983 年 8 月には応用力

学研究所が箱崎地区から筑紫地区に移転することに伴い TRIAM-1M 装置は

筑紫地区に建設され、1986 年 11 月 1 日の応用力学研究所 35 周年記念式典

において TRIAM-1M 装置完成披露が行われた。TRIAM-1M 装置はニオブ三

錫線材を使用した世界初の超伝導総合装置であり、超伝導コイルを採用した

ことによりトカマクの難点といわれていた定常化への道を切り開いた。

TRIAM計画を推進するための研究組織として1987年5月に高エネルギープ

ラズマ力学部門は発展的に解消し、強磁場プラズマ・材料実験施設が応用力

学研究所附属施設として発足した（強磁場プラズマ・材料実験施設について

は（4）を参照されたい）。 

 

（2）プラズマ・材料力学部門（1997～2009） 
 

応用力学研究所は 1997（平成 9）年 4 月に研究組織の抜本的改革を行い、

高エネルギー力学研究部はプラズマ・材料力学部門（大部門）となった。そ

れに伴い、当部門は高エネルギープラズマ分野、高エネルギー材料物性分野、

極限構造材料分野、プラズマ表面相互作用分野から構成されることとなった。

エネルギー密度の高い環境の下での力学現象の解明と応用を目的とした研究

が進められた。 

1998 年 4 月に大学院総合理工学研究科高エネルギー物質科学専攻は、大

学院総合理工学府先端エネルギー理工学専攻へと組織変更され、各分野は当

該専攻の協力講座となった。 
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高エネルギープラズマ分野 

1997（平成 9）年改組に伴い、高エネルギー力学研究部高エネルギー流体

力学部門は、プラズマ・材料力学部門高エネルギープラズマ分野と改められ

た。発足当時は、伊藤早苗・矢木雅敏が在籍していた。さらに 2007 年 2 月

に稲垣滋、2010 年 1 月に佐々木真が着任した。これまでの高温プラズマに

おける輸送現象に関する理論的研究を発展させるとともに、揺動・乱流に伴

うプラズマ構造形成の研究や構造相転移の確率統計理論の構築を進め、乱流

プラズマの遷移確率の定式化、乱流構造形成における非線形競合と分配則、

多スケールダイナミクスの解明が行われた。またメゾスケールの流れ形成機

構として重要な帯状流の非線形過程について理論研究を進め、その飽和機構

や輸送現象における役割を明確にし、世界的研究を先導した。2004 年からは

科学研究費特別推進研究「乱流プラズマの構造形成と選択則の総合的研究」

を中心となって推進した。理論解析、シミュレーション、実験研究を統合し

た新しい方法論を提示し、遠非平衡状態の乱流媒質に普遍的な構造形成と選

択則について多くの成果を挙げた。2006 年からは既存の直線プラズマ装置を

拡張して乱流時空間構造の詳細計測を行い、ストリーマの実験的発見、乱流

揺動の非線形結合の実験的観測という世界初の成果を挙げた。さらに乱流輸

送ダイナミクスと非局所現象の研究、揺動特性を応用した新しい計測法の提

示等が行われた。2009 年に伊藤早苗は主幹教授に任命され、九州大学伊藤プ

ラズマ乱流研究センターを開設した。科学研究費基盤研究（S）「乱流プラズ

マの動的応答と動的輸送の統合研究」と連携して、非平衡科学としてのプラ

ズマ乱流研究の体系化を進め、国際的最先端研究の中枢としての地位を確固

たるものとした。 

 

高エネルギー材料物性分野 

1997（平成 9）年の改組に伴い、材料研究部塑性学部門は、プラズマ・材

料力学部門高エネルギー材料物性分野と改められた。発足当時は、教官 4 名
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（蔵元英一・佃昇・安部博信・大澤一人）、技官 2 名（竹中稔・堤哲男）が

在籍していた。高純度鉄を中心とした金属の照射効果、塑性変形および侵入

水素の影響に対する研究が行われ、照射欠陥に関する基礎データが集められ

た。また、金属中の転位や転位と不純物の相互作用の計算機シミュレーショ

ン、動的現象の時間分解 X 線回折法により、高エネルギープラズマに晒され

る核融合炉材料の照射損傷や水素吸蔵に関する研究が行われた。2003～05

年度には、安部博信・蔵元英一・佃昇が相次いで定年退職した。2006 年 3

月に矢木雅敏が高エネルギープラズマ分野から高エネルギー材料物性分野の

教授に昇任した。その後、核融合プラズマに共存する様々な時空間スケール

の相互作用を扱うマルチスケールプラズマシミュレーション研究、周辺プラ

ズマ・壁相互作用のモデリングおよびシミュレーション研究、直線プラズマ

装置の乱流現象を模擬する直接シミュレーションと乱流構造分岐の研究が行

われ、科学研究費特別推進研究「乱流プラズマの構造形成と選択則の総合的

研究」および科学研究費基盤研究（S）「乱流プラズマの動的応答と動的輸送

の統合研究」の推進に貢献した。さらに核燃焼プラズマ統合コード構想を主

導し、統合コードの開発とそれを用いた輸送研究を推進した。また、輸送障

壁の形成と崩壊の研究を行った。また大澤一人は、異方性弾性体中の転位ル

ープの研究、第一原理計算による核融合炉材料への水素吸蔵の研究および刃

状転位に関する理論研究等を行った。 

 

極限構造材料分野 

1997（平成 9）年の改組に際し、高エネルギー材料力学部門はプラズマ・

材料力学部門極限構造材料分野として新たに出発した。発足当時は、3 名の

教官（吉田直亮・渡辺英雄・森下和功
かずのり

）、および 2 名の技官（宮本好雄・藤

原正）が在籍していた。この分野ではそれまでの研究をさらに発展すべく、

実際の複雑な照射環境を想定した核融合炉材料の開発研究を視野に入れ、中

性子やプラズマに曝され、同時に高い熱負荷や応力が発生する複雑な核融合
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炉環境下での照射損傷劣化過程の研究とそれに基づく新材料の開発が行われ、

高温プラズマ実験装置におけるプラズマ対向材料の損傷と変質に関する研究、

プラズマ・壁相互作用による材料損傷メカニズムの研究、核融合炉材料にお

ける高エネルギー粒子線照射による損傷機構に関する研究が中心に進められ

た。 
 

プラズマ表面相互作用分野 

1997（平成 9）年の応力研改組とともに、高エネルギー材料力学部門から

助手 1 名の振り替えと 1 部門（プラズマ表面相互作用分野、教授 1・助教授

1）純増により、中村一男、徳永和俊、牧野賢一、荒木邦明（技官）が異動

してプラズマ表面相互作用分野の発足となった。 

プラズマ表面相互作用分野は TRIAM-1M におけるプラズマ・壁相互作用

等の研究を担当することとなった。2000 年には長谷川真が採用され、低域混

成波電流駆動および電子サイクロトロン共鳴加熱の研究に参加することとな

った。核融合炉心プラズマおよび周辺プラズマに関する研究、実時間制御・

データ収集・解析、周辺プラズマと壁の相互作用に関する研究、核融合炉に

おける材料損傷および開発の課題が研究された。 

 

（3）核融合力学部門（2010～ ） 
 

2010（平成 22）年に研究所の改組が行われ、プラズマ・材料力学部門は、

核融合力学部門と改められた。また、高エネルギー材料物性分野および極限

構造材料分野は、それぞれ核融合シミュレーション分野および先進炉材料分

野と改められた。 

核融合力学部門では、エネルギー密度の高い環境のもとでの力学現象の解

明と応用を目的とした研究が行われている。特に、将来の大規模エネルギー

源として期待される核融合に照準を合わせ、高温プラズマの異常輸送などに
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関する実験・理論・シミュレーションの統合研究、中性子や高温プラズマな

どの高エネルギー粒子による材料の照射効果に関する研究、照射効果で問題

となる材料中の格子欠陥と材料強度に関する基礎研究、さらに、プラズマと

材料の相互作用、定常運転のための実時間制御に関する研究など、さまざま

な研究手段を駆使し、多岐にわたる研究を高温プラズマ力学研究センター、

極限プラズマ研究連携センター、応用力学研究所全国共同利用研究と連携し

て進めている。さらに日本学術会議マスタープランや文部科学省ロードマッ

プにて採用された「非平衡極限プラズマ全国共同連携ネットワーク研究」を

主導している。分野を超えた応用力学研究所のプラズマ基礎物理研究が発展

しており、それについては、「伊藤プラズマ乱流研究センター」の編（第 7

巻部局史編Ⅳ第 62 編）も参照されたい。 

 

高エネルギープラズマ分野 

2010（平成 22）年の改組時には、伊藤早苗・稲垣滋・佐々木真が在籍し

ていた。高エネルギープラズマ分野では核融合研究の推進、プラズマを用い

た物質創成や宇宙天体現象の理解に重要なプラズマの構造形成物理の解明と

その選択則の研究を行っている。科学研究費基盤研究（S）「乱流プラズマの

動的応答と動的輸送の統合研究」を主導し、磁場閉じ込めプラズマの動的輸

送現象の解明を行うことで、遠非平衡状態の乱流媒質に特有な、大域的・動

的乱流輸送にかかわる法則の定式化を進めている。そして乱流物理の位相空

間への拡張、位相空間に働く新しい熱力学的な力の提案、微視的摂動やメゾ

スケール構造の動的応答と揺動間の非線形過程の定量化、乱流輸送の勾配―

熱流関係におけるヒステリシスの発見、巨視的揺動の発見、帯状流やストリ

ーマの非線形機構の定量的観測、乱流輸送における局所クロージャーの破れ

の観測、乱流プラズマドックの構築等の大きな成果を得ている。研究手法と

しては、理論と実験、そして数値シミュレーションを統合した e-Science の

手法を展開し、非平衡系としてのプラズマ科学の体系化を進めている。 
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伊藤早苗をセンター長とする伊藤プラズマ乱流研究センターは、2011 年に

伊藤極限プラズマ研究連携センターへと拡充改組された。センターにはステ

ラ・オルデンバーガー（2010 年 6 月に着任）が専任の助教として在籍した。

日本学術会議マスタープランや文部科学省ロードマップにて採用された「非

平衡極限プラズマ全国共同連携ネットワーク研究」の中心実施機関として、

最先端プラズマ物理研究の方法論を非平衡極限プラズマの共通学理から連携

し、学問的体系化を推進する国際研究拠点として共同研究を主導している。 

 

核融合シミュレーション分野 

核融合シミュレーション分野の発足時には、矢木雅敏（2012 年 1 月日本

原子力研究開発機構へ転出）、大澤一人が在籍していた。核融合シミュレーシ

ョン分野では、ミクロ揺動とメゾ・マクロ揺動まで包括する大域的ダイナミ

クスを記述するマルチスケール・マルチフィジックスシミュレーション研究

を展開している。そして核融合プラズマ統合コード開発、炉内壁の照射損傷

の基礎研究等を通じ、ITER BA（Broader Approach）に貢献している。炉

心プラズマ、周辺プラズマ、ダイバーダ、炉壁はそれぞれ異なる物理法則に

よって支配されているので、それらを統合した核燃焼プラズマの自己完結的

時間発展が追跡可能な核融合炉シミュレータの開発を行っている。さらにプ

ラズマ乱流シミュレーションと乱流場データに対する数値計測を組み合わせ

た数値診断を行うことで、プラズマ乱流輸送研究を実験と比較しながら推進

する新しい方法論を開拓している。そして直線装置における乱流構造間の動

的応答解明から実験の立案・解析を先導している。直線装置シミュレーショ

ンおよび数値計測研究は核融合科学研究所助教の糟谷直宏（後に准教授とし

て当分野に着任）との共同研究で進められた。この方法論をトーラス装置に

拡張し、非拡散型の速い輸送応答や大域的構造ダイナミクスの研究を行うこ

とで方法論の確立を進めている。そして「非平衡極限プラズマ全国共同連携

ネットワーク研究」の推進に貢献している。 
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プラズマ表面相互作用分野 

2010（平成 22）年の改組時には、教員 3 名（中村一男・徳永和俊・長谷

川真）、技術職員 1 名（荒木邦明）が在籍していた。プラズマ表面相互作用

分野では、核融合炉境界プラズマと炉材料に関する研究を行っている。炉心

プラズマに重大な影響を及ぼす周辺プラズマの特性をプラズマ・壁相互作用

を含めて解析している。また、プラズマ対向材料などの核融合炉材料の開発

に関する研究を進めている。主要研究課題は、ダイバーダ配位プラズマの生

成と安定維持法、実時間データ管理、実時間データ解析、実時間制御、遠隔

制御、高周波による加熱と電流駆動、プラズマと材料表面との相互作用に関

する研究、および核融合炉材料開発に関する基礎研究、核融合炉環境下での

材料の照射効果に関する研究などである。 

 

先進炉材料分野 

先進炉材料分野の発足時には、准教授の渡邊英雄、技術職員の藤原正と宮

本好雄が在籍していた。先進炉材料分野では、原子力工学やナノテクノロジ

ーなどの多くの分野で問題となる粒子線照射効果について、原子レベルでの

メカニズムの解明とそれに基づく材料開発を目指して研究を行っている。特

に、高エネルギー中性子やプラズマ粒子に同時に曝される極限的環境下で使

用される核融合炉材料の照射損傷に焦点を絞り研究を進めている。主要研究

課題は、核融合炉・原子炉材料における中性子照射損傷、低エネルギー水素

／ヘリウムによる表面照射効果、中性子―プラズマ複合照射効果、さらに大

型プラズマ閉じ込め装置におけるプラズマ・壁相互作用などである。 

 

（4）応用力学研究所の核融合工学研究（1977～ ） 
 

核融合プラズマ、核融合炉材料、核融合炉設計の開発研究は、1971（昭和

46）年頃、応用力学研究所も核融合炉開発研究の一端を担うべきとの田才福
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造､北島一徳、栖原寿郎の決意と提案により始まった。1977 年所長の田才福

造が名古屋大学プラズマ研究所に協力を求め、同研究所の伊藤智之が計画の

立案・設計・作成に当たることとなった。 

研究テーマについては、乱流加熱の効果を明白にしたかったが、基本とな

るプラズマの閉じ込め特性が悪いためにその効果がよく理解されていなかっ

た。そこで閉じ込め特性が当時最も信頼できるトカマク型の磁場閉じ込め装

置を採用した。しかし、トカマク型装置は当時世界中に大小合わせて三十数

台もすでに稼動していた｡そこで考えられたのが強磁場路線である。 

ここでいう強磁場とは Bt/R（Bt はトロイダル磁場、R はトーラス半径）

が大きいという意昧である。このタイプの装置は当時世界でも Alcator（米

国：MIT）および FT（イタリア：フラスカッティ）の 2 台しかなく、国内

で行うことは大きな意味があるとして提案された。これが TRIAM-1 装置で

ある。 

この TRIAM-1 装置は実現に向けて非常に厳しい状況下にあった。第 1 の

問題は、当時学術審議会の核融合部会で大学の方針が審議されており、その

中に九州大学の計画は入っておらず、「核融合」という言葉が使えなかったこ

とである。そこで TRIAM-1 の正式名称は「イオン衝撃分析装置」となった。

このような状況の中でも、事務局と文部省担当課の深い理解により、小型強

磁場トカマク装置が設置出来ることとなった。 

第 2 の問題は予算が当初の見積の 5 分の 1 に過ぎないことであったが、こ

の点は装置の製作に携わった企業より格段の努力を得た。 

当初は、名古屋大学の伊藤智之が「サポート」ということで月 1 回程度の

割合で来所していたが、1977 年に所長田才福造が応用力学研究所への移籍を

強く希望した。伊藤智之は移籍について次の条件を出し、それが承諾されて

移籍が実現した。 

（1）九州大学という新地（さらち）に「核融合研究」の大きな拠点を作

る。このために次期装置（本体の規模は 30～50 億円）を建設する。 
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（2）今後材料の問題が大きくなってくるので、プラズマと材料のグルー

プが一体となった「核融合グループ」を作る。 

このことはその後の国内核融合開発研究にとっても大きな転機であったと思

われる。 

以上の経緯を経て 1978 年 11 月、応用力学研究所に伊藤智之が着任した。

着任後直ちに TRIAM-1 装置の実験開始に向け、少人数で徹夜の準備作業を

続けた。12 月 25 日のクリスマスプレゼントとしてプラズマ点火を実現する

と所長の栖原寿郎に報告したところ、田才福造から自身の誕生日である 23

日にせよと厳命が下りた。ちなみに TRIAM とは Tokamak of Research 

Institute for Applied Mechanics の意味で、前所長である田才福造の発案で

あった。 

12 月 23 日のプラズマ点火後、実験は順調に進み、電子温度・イオン温度

などが中型装置で得られた比例則を満たすトカマクプラズマが生成されてい

ることを確認した。強磁場の特長である高密度については、2mmμ波干渉計

の測定限界 2.2×1020/m3 を越えていることを確認した。強磁場トカマクの優

位性を応用力学研究所で確認できたことは歓喜であった。 

その後引き続き乱流加熱の実験を遂行した。ここで行った乱流加熱方式は、

オーム加熱（OH）プラズマに約 10V/cm の電場をおよそ 10μsec間印加して

乱流を発生させる方法である｡この実験ではイオン温度を 170eV から 580eV

まで上げることに成功した。さらにその減少時定数から閉じ込め時間を算出

し、1msec を得た。この値は新古典論を用いて算出した値と一致した。 

TRIAM-1 装置は生みの苦しみとともに少ない予算で四苦八苦した計画で

あったが、成功裏に進み、1987 年次期装置の完成とともに終結した。 

次期計画の立案は 1978 年 11 月の TRIAM-1 装置の据付開始と同時に伊藤

智之を中心とするわずか数名程度のプラズマ実験グループで着手した。同年

12 月末には企業に仕様書を提出し検討を依頼した。次期計画はかねてより指

摘されていたトカマク型核融合炉を開発するためのいくつかのブレークスル
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ーを開発・研究出来る装置を目指した。 

主な目的として以下の 4 つを念頭に検討を重ねた。 

（1）超伝導コイルを実機に採用し、実用化すること 

（2）パルス運転からの脱却、すなわち連続運転法の開発 

（3）磁気リミターの開発、すなわちダイバータ配位の長時間維持の可能性 

（4）プラズマ電流を流すためのトランスの除去 

以上の検討の結果、次の方針で進むことになった。 

1．トロイダル磁場コイルには臨界電流を大きくとれる Nb3Sn（ニオブ

三錫）製超伝導線材を用いること 

2．強磁場路線を堅持すること。すなわち Nb3Sn で可能なプラズマ中心

磁場 Bt = 8T、トロイダル半径 R = 80 cm として Bt/R = 10（TRIAM-1

では Bt/R = 16）とすること 

3．低域混成波（LHW）を用いて 3 分の長時間維持を目指すこと（当時

トカマク型はパルス運転しかできないとされていた） 

4．磁気リミター配位（ダイバータ配位）の長時間維持を目指すこと 

以上 4 つの方針のうち、1 項と 2～4 項は全てリンクしている。 

当時（1978～79 年）は Nb3Sn の線材は数十 cm のサンプル的なものしか

なく、超伝導の専門家からは、技術的に全く不可能であると酷評を受けた。

しかし「成せば成る。成さねば成らぬ何事も。成せぬは人の成さぬ業なり｡」

の精神で挑戦することとなった。 

実験装置が製作可能との見通しが得られた後の 1980 年夏､文部省に 1981

年度概算要求を提出した。しかし 1981 年度は TRIAM-1 装置の年次計画最

終年度であったため､文部省に相談の上、翌 1982 年度の要求とした。ところ

が 1982 年度には中曽根内閣のシーリングが始まり、新規要求は規制を受け

ることとなった。このため“TRIAM-Ⅱ”は不可能ということになり、

TRIAM-1M（TRIAM-1 の Modification）ということで、3 年計画 23 億円の

スタートとなった。 
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概算要求の総額は本体 33 億円をはじめとして、建物・電源・計測設備・

変電設備など総額 126 億円であった。これを 23 億円でスタートせざるを得

ない非常に厳しい状況であった。これに加えて国内超伝導グループの反発と

名古屋大学核融合理工学研究所（現プラズマ研究所）の土岐への移転との関

係等、難問が山積していた。 

次期計画の中心装置は「超伝導強トロイダル磁場実験装置（TRIAM-1M）」

と名付けられ、1982 年度から建設を開始した。第 1 期計画は 3 本立ての年

次計画の下に 5 か年計画で進められ、1986 年 10 月に完成した。予算要求で

は文部省と九大事務局とでいろいろと調整した。当時の関係者の強い情熱が

感じられる。 

第 1 期計画では全体計画が予算枠に入らないということで､電源関係の増

強を第 2 期計画で行うこととなった。5 か年計画終了の後､当初目標のプラズ

マが生成出来れば、第 2 期計画、すなわち電源増強と発電機、電流駆動電源、

および材料関係の概算要求を行い、またダイバータ配位への改造をその後適

当な時期に行うこととなった。 

このため 1987 年度の概算要求に間に合うよう完成が急がれ、1986 年 6 月

27 日の夜、First Plasma の生成に成功した。7 月 11 日には当日の未明の実

験で得たプラズマ波形を持参して、事務局長を先頭に文部省へ陳情に赴いた｡ 

 

強磁場プラズマ・材料実験施設 

かくて 1987（昭和 62）年度からの電源増強等と不純物制御観測装置（材

料開発に関する実験装置）の設置がほぼ決定した。また、文部省からの助言

を受けて TRIAM-1M のプロジェクト研究を推進するために高エネルギー力

学研究部、高エネルギープラズマ力学部門を発展的に解消し、附属施設「強

磁場プラズマ・材料実験施設」（教授 1・助教授 1・助手 1）を応用力学研究

所附属施設として設立した。 

TRIAM-1M 装置は将来のトカマク型核融合炉にとって重要な 4 つのブレ
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ークスルーを達成した。TRIAM-1M 装置の課題と成果について以下にまと

める。 

1．Nb3Sn（ニオブ三錫）を線材とした超伝導コイルを実機に適用し、

その冷却、励磁およびプラズマ電流による磁場や制御用ポロイダル磁

場の影響を調べ、実用化を計る。 

2．トカマク型プラズマには必要不可欠なプラズマ電流の連続維持法､す

なわちパルス運転からの脱却を目指した実験の推進 

3．ダイバータ配位を含む高性能プラズマ､すなわち通常型トカマクより

も高いイオン温度の達成とその長時間維持 

4．変圧器（トランス）の原理をまったく用いない方式によるトカマク

プラズマの生成と長時間維持 

第 1 の超電導コイルに関する課題については 1986 年 6 月に冷却試験を行

い、当初の設計通り約 1 週間で 4.3K まで冷却出来た。引き続き励磁試験を

行い、所期の定格通り 6T（6 万ガウス）を発生させることに成功した。さら

に 6 月 27 日 First Plasma の生成に成功し、ここに TRIAM-1M の誕生を迎

え、前述のように第 2 期の計画が文部省に認められることになった。8 月 4

日には目標値である 8T までの励磁と急速消磁試験、2T における遮断試験を

行い、いずれも成功裏に終了した。 

同年 11 月に京都で開催された IAEA 主催核融合エネルギー国際会議では

TRIAM-1M 装置の完成・稼働が、トピックスの 1 つとして取り上げられ、

1986 年 12 月の Nature 誌 Vol.324 の NEWS AND VIEWS で紹介された。 

これらの成果は、その後文部科学省核融合科学研究所の LHD 装置が超伝

導コイルを採用する契機となった。また国際熱核融合実験炉 ITER ではレブ

ー（Rebut）所長が 1993（平成 5）年に TRIAM-1M の視察に来訪し、同装

置での Nb3Sn 超伝導線材の採用につながった。 

第 2 の連続運転に関する課題は、まさに TRIAM 計画の中心的課題である

とともにトカマク型プラズマが炉心プラズマとなり得るかの天王山ともいえ
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るものである。トカマク型はトーラス方向に流れる大プラズマ電流（環状電

流）が閉じ込めを決めている。この環状電流を得るために変圧器（トランス）

の原理を用いている。このため連続（直流）運転は不可能であり、何らかの

方法で連続的に電流を流す必要がある。この手法として高周波電力を入射し

トーラス方向の進行波を作り、電子を加速する低域混成波（LHW）入射方法

が採用されることになった｡ 

1987（昭和 62）年秋から連続運転の実験が開始され、持続時間は 0.1 秒、

1 秒、10 秒、30 秒と延びていき、年末には 1 分を超えるまでになった。こ

の成果は 1988 年 1 月末、文部省記者クラブでプレス発表が行われた。1988

年 6 月には 3 分を超える持続時間を記録し、当初計画立案時の目標が達成さ

れた。この成果は同年 10 月にフランスで開催された IAEA 主催核融合エネ

ルギー国際会議のトピックスとして取り上げられ、1989 年 1 月の Nature 誌

Vol.337 の NEWS AND VIEWS で紹介された。 

その後制御機器・計測機器の整備・改良を重ね、1989（平成元）年 12 月

には 1 時間、1995 年 6 月には 2 時間を超える持続時間を達成した。さらに

2001 年 4 月下旬に 3 時間を、2003 年 11 月に 5 時間を超える持続時間を達

成した。 

第 3 の課題、高性能プラズマの達成については 1987 年に永尾明博が多段

乱流加熱による高イオン温度化を達成した。これは密度・位置のある一定の

条件を満たすと通常のトカマク実験時に比して 1.5～2 倍のイオン温度が得

られるものであった。しかしこの時期は長時間電流駆動を最重要目標として

いたことと、ダイバータ配位（単一 X ポイント配位）を可能とする前述のよ

うな改造計画があったので、この改造終了後に実験を行うこととした。 

そして改造終了後の 1997 年 10 月に高性能プラズマの実験を開始した。や

はり密度と位置にある領域があり、最も良い条件ではイオン温度 2.5keV（約

3000 万℃）となり、この状態を 1 分以上にわたり維持出来た。またダイバー

タ配位では予想通り 4.5keV（約 5000 万℃）を 30 秒間にわたり維持出来た。



第 23 編 応用力学研究所 

23-62 

いずれの場合にもプラズマ周辺で温度が急激に下がる所謂輸送障壁の存在が

確認された｡またこの時の半径方向の温度勾配に閾値があるらしく、

TRIAM-1M の場合、65keV/m を越えると障壁がつぶれるようである。 

 

炉心理工学研究センター 

TRIAM-1M の実験研究が順調に進む中、1997（平成 9）年さらに成果を

挙げるべく「強磁場プラズマ・材料実験施設」（教授 1・助教授 1・助手 1）、

「高エネルギー材料力学部門」の助手 1 の振替と実増 2 で「炉心理工学研究

センター」（教授 3・助教授 3・助手 0）（1997～2006）を設置した。 

第 4 の課題であるトランスの原理を用いない実験の最終結果は 2001 年ま

で要した。これまでの TRIAM-1M 装置の実験では OH（オーム加熱）の助

け無しで 2 時間を越える電流駆動を行ってきたが、点火時の種プラズマとし

ては OH プラズマが用いられていた。しかし、点火時のみのために大型の設

備が必要となっており、装置の小型化などを考慮に入れると完全に OH 無し

（センターソレノイドコイルをまったく用いない）トカマク放電を実現すべ

きである。 

幸い、1999 年の補正予算で長年にわたり所望してきた電子サイクロトロン

共鳴加熱（ECH）用電源の整備が認められ、170GHz、200kW、5 秒通電の

高周波発振器が 2000 年 12 月に完成した。この電源は新しいジャイロトロン

が開発されれば、入れ替えるのみで 500kW、連続通電も可能な仕様となって

いる。 

2001年 1月～4月の実験期でこの電源を利用して、まったく OHコイル（セ

ンターソレノイド）を使用せず、種プラズマの生成から電流立上げ、維持を

試み、30 秒間のプラズマ電流維持に成功した。このプラズマは OH で種プラ

ズマを生成したプラズマとほぼ同じパラメータを持っていることを確認した。 

かくて 1978（昭和 53）年の構想以来長年の夢であった変圧器の原理をま

ったく利用しない完全非誘導トカマクプラズマの生成、維持が実現された。 
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将来の核融合炉は、当然ながら 1 年、2 年と連続運転すべきものであり、

そのスタート時のみ必要となる OHコイルを具備させる必要がなければ経済

的で装置構造も簡素化される。したがって OH コイルを取除くことは重要で

あり、OH コイルを使用せずに完全非誘導トカマクプラズマの生成・維持を

実証した意義は大きい。 

1986 年 6 月の First Plasma 生成以来 20 年に亘って世界をリードする多

くの成果を出した強トロイダル磁場実験装置TRIAM-1Mは、2005（平成17）

年 12 月 21 日に全ての実験を終了し、実験棟本体室にてその威容を後進に伝

えている。 

 

高温プラズマ力学研究センター 

炉心理工学研究センターは、TRIAM プロジェクトにおける課題に基づき、

新たな展開として、経済性の高い球状トカマク装置の定常化と将来の高温炉

壁を模擬した環境での粒子リサイクリングの制御を解明するための研究プロ

ジェクトを提案した。2005（平成 17）年の外部評価と学内審議を経て、

「TRIAM-1M を用いた核融合プラズマの定常化プロジェクト」を終結し、

新たに双方向型共同研究の枠組みのもとで「定常プラズマとプラズマ・壁相

互作用に関わるプロジェクト」への展開とその推進組織として 3 研究分野（高

温プラズマ理工学（佐藤浩之介・坂本瑞樹）、高温プラズマ計測学（図子秀樹・

出射
い で い

浩）、高温プラズマ制御学（花田和明・上瀧恵里子））、2 連携研究分野（高

温プラズマ壁相互作用分野（中村一男・徳永和俊・長谷川真）、高温プラズマ

材料理工学分野（吉田直亮・渡邊英雄・岩切宏友））と客員教授からなる「高

温プラズマ力学研究センター」（2007～ ）を設置した。その後、高温プラズ

マ理工学分野に 2009 年 10 月に藤澤彰英、2011 年 5 月に永島芳彦が着任し

た。球状トカマクに関する研究を実施するにあたって、2003 年度に東京大学

の TST-2 装置を九州大学に移設して本体以外の電源・加熱装置として九州大

学既設装置を活用する TST-2@K プロジェクトを実施した。このプロジェク
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トで球状トカマクの電流立ち上げに不可欠な電子バーンシュタイン波加熱を

実証した。TST-2@K プロジェクトに続いて球状トカマク設計・製造・実験

の 課 題 を 明 確 に す る た め に 2005 ～ 08 年 度 に か け て Compact 

Plasma-boundary Devise（CPD）の設計・製造・実験を実施した。この実

験で燃料補給法としての CT 入射や計測として Li ビーム計測法、高速カメラ

等の共同研究が立ち上がっていった。また、センタースタック部にタングス

テン壁が採用されたが、その脆さからその後は溶射タングステンが採用され

ることとなった。 

 QUEST プロジェクトの研究目的・運営体制について、文部科学省核融合

科学研究所のもとに設置された「九大プラズマ境界力学実験装置検討委員会

（委員長：岸本泰明京大教授）」にて 2 年間にわたり議論し、装置設計に関

しては 2005～09 年度の学会でのインフォーマルミーティングや九大主催の

研究会での専門家集団との詳細検討を行い、科学技術・学術審議会 原子力分

野の研究開発に関する委員会 核融合研究作業部会（第 1 回（2006 年 5 月 11

日）、第 3 回（2006 年 8 月 31 日））にて、双方向の枠組みの下での新規プロ

ジェクトとして追認された。 

中核装置建設決定後 3 か年間をかけて、高温壁と粒子排気機能を有し、球

状プラズマの定常化研究を目的とする実験装置 Q-shu Univ. Exp. With 

Steady-State Spherical Tokamak（QUEST）を建設した。改組後はプラズ

マ・材料力学部門から 2 分野が兼任するなどの所内の体制強化を図り、さら

に QUEST の実験内容の決定を学外委員が過半数を占める QUEST 実験推進

会議（コーディネーター：高瀬雄一東大教授）を設置する等、学外にも開か

れた研究企画・運営を構築しつつ推進している。QUEST 装置を活用し、 

1．球状トカマクの特徴である高誘電率プラズマにおけるマイクロ波加

熱・電流駆動法の開発ならびに関連するマイクロ波技術開発 

2．金属壁表面改変、燃料粒子の金属内吸蔵・再放出・透過の実時間計
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測技術開発と高温壁下での粒子リサイクリング素過程の解明と能動制

御 

に関わる学術研究を推進する。「共同利用・共同研究拠点」の重点共同研究課

題として、プラズマ・材料相互作用の能動制御法の確立、さらに「双方向型

共同研究」で重点課題として定常運転法の確立をめざし基盤研究の展開を図

る。全国研究者ならびに若手研究者の共同研究の研究環境整備として SINET

を用いた仮想実験室の構築に向けたインフラを整備中である。 

3 か年（2005～07 年度）の装置建設期間を経て 2008 年 3 月末に装置を完

成させ、6 月 26 日に First Plasma の生成に成功した。電源整備を経て ST

プラズマの電流立ち上げ、電流駆動実験が開始され、最終的に 2009 年度末

には、第 1 期の当初計画目標である「電流 10kA 程度の準定常状態の生成」

に成功した。引き続く第 2 期中期目標・中期計画（2010～ ）では以下の成

果を挙げることができた。 

①8.2GHz 電子サイクロトロン波により、35kA の電流駆動を実現し、高

速電子による高ポロイダルベータ（εβр～1）とトーラス内側での自発

的ヌル点を特徴とする平衡配位の発現とその維持（～20 秒）を達成し

た。 

②筑波大学との連携をすすめ、28GHz ジャイラトロンを用いた第 2 高

調波電子サイクロトロン波周辺電流駆動により、世界最高の 66kA を

達成した。 

③粒子能動制御を目指して、非誘導電流駆動プラズマの 810 秒間定常プ

ラズマ電流（～16kA）を達成し、壁リサイクリング束制御法の開発、

壁誘過束実測、静的粒子バランスおよび動特性の研究をすすめている。

堆積層成長と共堆積の仮説の検証のため、プラズマ照射、モデリング

による D-照射試料の TDS スペクトルの再現を達成している。 

④定常プラズマの実現を目指して壁・SOL・コアの 3 層が相互関連した

粒子循環研究を推進し、粒子リサイクリングが再堆積層への溶解水素
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量により規定されていることを見出している。 

⑤定常プラズマの高性能化を目指して、運動量注入のない非誘導プラズ

マにおけるプラズマ回転の自発励起とその維持に関する研究をすすめ、

トロイダル回転～20km/s を 600s 維持することに成功した。また、燃

料水素注入により、回転分布がシアを持つことを見出した。 

 TRIAM-1M で達成された核融合実験プラズマでの熱バランス達成と粒子

バランスの乱れの実証を経て、QUEST では粒子バランスの理解へと研究が

進んでいる。粒子バランスはリサイクリング現象を経由して炉心プラズマに

影響を与えることから、炉心プラズマ・周辺プラズマ・固体壁が一体となっ

たシステムとしての制御法の開発と、定常プラズマの総合性能向上に向けた

一層の研究の進展が、核融合炉開発の学術基盤を支えることとなる。 

 

 

第 4 節 新エネルギー力学への展開 
 
（1）新エネルギー力学部門（2010～ ） 
 
流体研究部と材料研究部（1951～96）、その後両者が統合してできた基礎

力学部門（1997～2009）において構築された研究基盤を発展・展開させて組

織された研究目的指向型の新エネルギー力学部門（Division of Renewable 

Energy Dynamics）が 2010（平成 22）年に設置された。新エネルギー力学

部門は、化石燃料の代替となる各種のクリーンで再生可能なエネルギー、例

えば、風力エネルギー、太陽光エネルギー、海洋エネルギーの効率的な取得

のための研究開発を目的としている。部門設置後、東日本大震災（2011 年）

による原子力発電所の事故を経験し、ますますその研究推進の喫緊性が高ま

っている。新エネルギー力学部門では、目的達成に向けて自然エネルギーの

力学現象、エネルギー変換の基礎物理過程の研究、様々な新エネルギー機器
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の開発ならびに新エネルギーシステムを構築するための研究を進めている。 

 

風工学分野 

 風工学分野（Wind Engineering）では、大屋裕二（教授）・烏谷隆（准教

授）・内田孝紀（2011 年 9 月准教授に昇任）の下、地表に近い大気の風の動

き、乱流の輸送拡散現象の基礎過程を調べ、大気環境の調和と保全、ならび

に風力エネルギーの有効利用に関する研究を行っている。主な研究テーマは、

1）大気境界層の構造と風の流れ、2）風環境予測法の確立、3）風力エネル

ギーの有効利用、などである。これらの目的のために大型境界層風洞、温度

成層風洞などを用いた流体実験と数値シミュレーションを行っている。 

風力エネルギーの有効利用とは、風力・水力・海洋エネルギーの有効利用

に関する研究である。特色は、流体エネルギーを集中させて風力・水力発電

の効率を飛躍的に高めた新しいタイプの風力発電システムおよび水力発電シ

ステムの開発である（それぞれレンズ風車、レンズ水車と名付けた）。従来の

風車と比べて 2～5 倍の発電出力の増加を達成し、小型（1～5kW 機）・中型

（100kW 機）のレンズ風車を開発した。レンズ水車に関しても、まったく同

じ原理で、同じ形状のシュラウド付き水力タービンを流水中に設置すること

により、開発に成功した。 

また、風力エネルギーのより大きな獲得のため、海上展開を図った。現在、

数 MW 級の「洋上浮体式複合発電ファーム」の実現を目指している。海洋工

学の研究グループと共同で、斬新で低コストの洋上浮体構造物を設計開発し、

この浮体において風力、太陽光、潮力、波力、そしてアンカーケーブルに働

く張力といった自然エネルギー源を集める複合的な発電システムを備えたフ

ァームの実現を目指している。 

 風環境予測法の確立では、数値風況予測シミュレータ（リアムコンパクト

と名付けた）の高精度化を図っている。リアムコンパクトを、国内の風力業

界における標準モデルの 1 つとして広く普及に努めてきた。特に、複雑地形
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上に設置された大型風車の数値風況診断（数値乱流診断）という新しい分野

を確立した。 

 

結晶成長学分野 

結晶成長学分野（Crystal Growth Dynamics Section）では、柿本浩一（教

授）、寒川義裕（准教授）の下、基礎力学部門ナノメカニックス分野で構築し

た研究シーズを展開して、再生可能エネルギーの創成（創エネ）・高効率利用

（省エネ）に資する機能性材料の開発を行っている。具体的には、（1）太陽

電池用多結晶シリコンの開発：3 次元総合流動解析による結晶育成環境の定

量予測および新規結晶育成法の提案・実証、（2）超高効率太陽電池用Ⅲ-Ⅴ

族化合物半導体の開発：量子力学・統計力学に基づく新規理論解析手法を用

いた気相成長過程の解明と最適成長条件の予測、（3）次世代パワーデバイス

用炭化珪素（SiC）および窒化アルミニウム（AlN）の開発：3 次元総合流動

解析による昇華法成長技術の確立および新規溶液成長手法の提案・実証など

を推進している。特に、ナノスケールとマクロスケールの実験と数値解析を

統合して、再生可能エネルギーや省エネルギー社会への学術的貢献を行って

いる。 

 

新エネルギーシステム工学分野 

 新エネルギーシステム工学分野（Renewable Energy System Engineering）

では、高雄善裕（教授）・汪文学（准教授）の下、陸上風力発電・洋上風力発

電構造システム、先進複合材料の開発および省エネルギー構造への応用に関

する研究を行っており、再生可能なエネルギーの利用および省エネルギー社

会の普及に貢献することを目指す。 

風力発電構造の研究では、小型風レンズ構造の低コスト化、中型風レンズ

および支持構造システムの軽量化、低コスト化、大型風レンズの実現可能性

についての研究を進めている。さらに、スマート風レンズ構造システムの研
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究では、風レンズによる風負荷が風車構造システムに与える影響を低減する

研究を行っており、強風時の風負荷の低減可能な、電気を使用しないパッシ

ブ型自己適合風レンズ構造システムを提案し、その実現可能性についての数

値解析および実験研究を行っている。さらに、洋上浮体型風力発電の構造シ

ステムの研究プロジェクトに参加し、複合材料を利用した、軽くて安定性お

よび耐久性のよい構造システムの研究を進めている。 

先進複合材料の研究では、両方の優れた特性を兼ねる FRP と金属とのハ

イブリッド材料の研究、先進複合材料の力学特性の評価方法についての理論

および実験の研究、航空機の複合材料構造のパッチ修理方法の研究、海洋環

境につよい先進複合材料の開発に関する研究、成形性および強度に優れた積

層型短繊維強化樹脂の先進複合材料の開発研究、自動車や各種車両への適用

に期待されている熱可塑性複合材料の力学特性についての研究を行っている。

さらに、カーボンナノチューブ（CNT）を利用した機能性および高剛性・高

強度複合材料について研究に取り組んでいる。軽くて強い先進複合材料の開

発および力学特性の評価に関する数値解析および実験研究を通じて、これか

ら必要とされる省エネルギー社会の実現に貢献することを目指す。 

 

エネルギー変換工学分野 

 エネルギー変換工学分野（Energy Conversion Engineering）では、新川

和夫（教授）、東藤貢（准教授）の下、各種自然エネルギーを活用するための

効率的なエネルギー変換技術の開発に取り組んでいる。とくに、再生可能エ

ネルギーの開発研究として、大型洋上浮体エネルギーファームで活用される

各種構造材料の研究、風力・海洋エネルギーの取得・伝達・変換に最適な構

造材料および機能材料の研究を行っている。 

自然エネルギーの効率的変換技術の開発では、各種自然エネルギーを活用

するための効率的なエネルギー変換技術の開発を進めている。特に再生可能

エネルギーの開発研究として、大型洋上浮体エネルギーファームで活用され
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る各種構造材料および機能材料の研究、また高度域における未利用風力エネ

ルギーの取得法の研究に取り組んでいる。 

風レンズ風車の軽量・高強度化に関する研究では、大型で複雑な部材を作

製することができる VaRTM（Vacuum assisted Resin Transfer Molding）

法を用いて、炭素繊維強化複合材（CFRP）の開発研究を行っている。同研

究では、風レンズ風車の集風体やブレード等の軽量・高強度化を目的とした

研究を進めている。 

大型洋上浮体の振動を利用した新規発電法の開発では、浮体が大型になる

と波力と風力による振動エネルギーも著しく大きくなる。同研究では、その

振動エネルギーを利用し発電するための機能材料の応用研究を進めている。

特に、圧電高分子を応用した複合構造体を作製し、その発電特性を調べてい

る。  

高度域における未利用風力エネルギーの取得法の開発では、風速は、地表

近くでは小さく、高度が増すにつれて指数関数的に大きくなる。また風力エ

ネルギーは風速の 3 乗に比例するので、エネルギーを取得する場所として、

上空であるほど有利になる。同研究では、現在未利用である上空高度域の風

力エネルギーを取得・変換・伝達するための技術開発に取り組んでいる。 

生体材料および生体力学に関する研究では、次世代人工膝関節・股関節の

開発研究、生体吸収性高分子と生体活性セラミックスを複合化し多孔質化し

た材料の力学特性や細胞増殖能の評価、人工骨による骨再生の力学的評価な

どを行っている。 

 

海洋環境エネルギー工学分野 

 海洋環境エネルギー工学分野（Marine Environment and Energy 

Engineering）では、胡長洪（准教授）、末吉誠（助教）の下、海上風、潮汐、

波浪を利用した自然エネルギー技術、養殖生簀に代表される海洋空間利用技

術、地球温暖化防止のための CO2深海底貯留技術の開発、およびこれらの技
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術が海洋環境への影響の評価に関わる、未解決の流体力学的な諸問題につい

て研究を行っている。 

洋上風力発電用浮体の波浪安全性に関する研究では、九州大学の大規模洋

上風力発電構想の実現に向けて、極限海況での洋上風力発電用浮体に関する

安全性評価および係留系を含む流体力学的システム最適設計のために、台風

に直撃された場合を想定して大規模数値計算による風荷重と波荷重の予測、

係留システムに関する実用的な解析法の開発、および大波・強風対応の水槽

実験の実施などの研究を行っている。 

CO2海底貯留に対する環境リスク評価に関する研究では、九州大学カーボ

ンニュートラル・エネルギー国際研究所（I2CNER）の CO2海洋隔離技術の

環境評価プロジェクトの研究を担当し、CO2深海底貯留の安定性評価に関す

る基礎的研究を行っている。現在、海洋中 CO2拡散に関する高精度予測法と

して格子ボルツマン法と GPU コンピューティングに基づく新しい数値シミ

ュレーション手法の開発を行っている。 

新型養殖生簀の開発では、非常に複雑な網状柔軟構造を持つ養殖生簀とそ

の係留システムに関して、数値解析手法を開発することで自然環境中での養

殖生簀の挙動特性の研究を行い、産学共同研究を通して沖合に対応可能な新

型生簀の開発・既存設備の最適設計というかたちでの実用化を目指していく。 

船舶の省エネ技術に関する研究では、船の CO2排出量低減の方法として波

浪中抵抗の少ない省エネ船型の開発を目的として、従来の計算方法では予測

できない船首における反射波・砕波による抵抗に対して、新しい CFD シミ

ュレーション方法の開発を行っている。 

多相流体 CFD 開発と大気環境問題への応用では、九州大学「東アジア環

境問題プロジェクト」の研究として、多相流体 CFD の開発と大規模数値シ

ミュレーションにより局所大気汚染拡散と制御に関する研究を行っている。 
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第 3 章 教 育 

 

大学院学生の教育については、1953（昭和 28）年の新制大学院の設置時

から応用力学研究所の筑紫キャンパス移転直後まで、全部門（現分野）が工

学研究科（現工学府）の協力講座として協力してきた。筑紫キャンパスへ移

転した翌年の 1984 年 4 月に研究所の高エネルギー力学研究部と材料研究部

の一部が主体となって、大学院総合理工学研究科（現在の総合理工学府）に

とって 5 番目の専攻となる高エネルギー物質科学専攻が設置されると共にそ

の協力講座となった。さらに、1990（平成 2）年 4 月には流体研究部と海洋

災害研究部の各 2 部門および海洋環境研究部が母体となって同研究科の 7 番

目の専攻である大気海洋環境システム学専攻が開設された。ここにおいて研

究所の大半の部門が工学研究科から総合理工学研究科の協力講座に移り、3

部門（3 分野）が工学研究科航空宇宙工学専攻の協力講座として残った。な

お、1998 年 4 月に総合理工学研究科の組織変更があり、1 分野が高エネルギ

ー物質科学専攻から新設の物質理工学専攻へ移っている。2011 年度末現在の

学府への協力関係を表に示す。全国各大学の大学院からの特別研究学生も適

宜受け入れている。 
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研究分野 大学院教育への協力 

新エネルギー力学部門   
 風工学 大学院工学府・航空宇宙工学専攻 
 結晶成長学 大学院工学府・航空宇宙工学専攻 

 新エネルギーシステム工学 大学院工学府・航空宇宙工学専攻 

 エネルギー変換工学 大学院総合理工学府・物質理工学専攻 

 海洋環境エネルギー工学 大学院総合理工学府・大気海洋環境システム学専攻 

地球環境力学部門   
 大気環境モデリング 大学院総合理工学府・大気海洋環境システム学専攻 

 海洋動態解析 大学院総合理工学府・大気海洋環境システム学専攻 

 海洋環境物理 大学院総合理工学府・大気海洋環境システム学専攻 

 大気物理 大学院総合理工学府・大気海洋環境システム学専攻 

 海洋工学 大学院総合理工学府・大気海洋環境システム学専攻 

 非線形力学 大学院総合理工学府・大気海洋環境システム学専攻 

核融合力学部門   
 高エネルギープラズマ 大学院総合理工学府・先端エネルギー理工学専攻 

 核融合シミュレーション 大学院総合理工学府・先端エネルギー理工学専攻 

 プラズマ表面相互作用 大学院総合理工学府・先端エネルギー理工学専攻 

 先進炉材料 大学院総合理工学府・先端エネルギー理工学専攻 

東アジア海洋大気環境研究センター  
 海洋力学 大学院総合理工学府・大気海洋環境システム学専攻 

 海洋生態系 大学院総合理工学府・大気海洋環境システム学専攻 

 海洋モデリング 大学院総合理工学府・大気海洋環境システム学専攻 

 大気環境モデリング 大学院総合理工学府・大気海洋環境システム学専攻 

 大気物理 大学院総合理工学府・大気海洋環境システム学専攻 

高温プラズマ力学研究センター   
 高温プラズマ理工学 大学院総合理工学府・先端エネルギー理工学専攻 

 高温プラズマ計測学 大学院総合理工学府・先端エネルギー理工学専攻 

 高温プラズマ制御学 大学院総合理工学府・先端エネルギー理工学専攻 

 高温プラズマ壁相互作用 大学院総合理工学府・先端エネルギー理工学専攻 

 高温プラズマ材料理工学 大学院総合理工学府・先端エネルギー理工学専攻 

学生定員（応用力学研究所所属教員の関係分のみ） 
大学院総合理工学府             

 大気海洋環境システム学専攻 修士 18 名 博士 9 名 

 物質理工学専攻 修士 2 名 博士 1 名 

 先端エネルギー理工学専攻 修士 14 名 博士 7 名 

大学院工学府             

 航空宇宙工学専攻 修士 6 名 博士 3 名 

修了者数（応用力学研究所所属教員の関係分のみ） 
総合理工学研究科 修士 362 名 博士 60 名 

総合理工学府 修士 354 名 博士 96 名 

工学研究科 修士 57 名 博士 19 名 

工学府（推定） 修士 84 名 博士 10 名 
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第 4 章 行事・出版物 

 

 

第 1 節 定期刊行物 
 
『応用力学研究所所報』（毎年 2 回発行） 

研究の速報性、紙数に制限なく詳細なデータを公表できる論文報告集とし

て研究所設立当初より発行し、50 年の歴史がある。和文の報告集として

長年発行されていたが、1999（平成 11）年に下記英文誌と統合された。 

Reports of Research Institute for Applied Mechanics（毎年 2 回程度発行） 

前項の所報と対をなす英文の論文報告集で長年の歴史を持ち、年 2 回の

発行が定着していたが、1999 年から統合され、和文と英文の混載の形式

となった。なお、2 誌統合後の雑誌名は、Reports of Research Institute for 

Applied Mechanics, Kyushu University とし、和名を『九州大学応用力

学研究所所報』として年 2 回発行している。 

『研究論文目録』（毎年発行） 

発行年の前年度中において所員等により国内外で発表された全論文の掲

載誌名・タイトル・要旨などを収めている。2003 年度より、冊子体から

Web での公開へと切り替わった。 

『九州大学応用力学研究所要覧』（隔年発行） 

研究所の組織・沿革・諸活動を報告するため研究所設立直後より発行され

た。研究所の自己点検評価活動の基盤データとしても利用される。 

『九州大学応用力学研究所技術職員技術レポート』（毎年発行） 

研究所技術職員の研究、装置開発などを報告するために 1999 年度から発

行している。 

『東アジア海洋大気環境研究センターニュース』（毎年 4 月頃発行） 
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前年度の研究活動状況を報告している。 

『高温プラズマ力学研究センター 核融合研究報告（Annual Reports of 

Fusion Research）』（毎年秋頃発行） 

九州大学応用力学研究所 核融合研究グループの研究成果を報告している。 

『共同利用研究成果報告』（毎年 6 月頃発行） 

全国共同利用研究所として広範かつ多数の共同研究を実施している。これ

らの研究集会・共同研究の成果を報告書として毎年発行している。また、

2005 年度から Web 上でも公開している。 

 

 
第 2 節 公開講演会など 
 
応用力学研究所は、1999（平成 11）年までは、毎年公開研究発表会を開

催し、所内の研究成果を公表してきた。2000 年からは「RIAM フォーラム」

を 6 月上旬に開催し、所内の研究成果の発表とともに、前年度の全国共同利

用研究の成果を発表している。 

また毎年 5 月頃に開催される筑紫地区のオープンキャンパスでは、各研究

グループの実験室を公開し、デモンストレーション等を行って一般市民にも

分かりやすく最先端の研究成果を紹介している。総合理工学府が主催する公

開講座において、エネルギー問題や地球環境問題に関する市民講座を、年数

回に分けて行っている。 
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第 5 章 人事組織 
 
注：（年度）は在任期間、下線は歴代所長（上付き数字はその代数）を示す。 

 

第 1 節 流体・材料 
 

（1）流体研究部（1951～1996） 
流体力学部門（1951～1996） 

教授 山田彦児(1951~59)・5,8岡部淳一(1963~83)・及川正行(1986~96) 
助教授 岡部淳一(1951~59)・種子田定俊(1967)・竹松正樹(1971~73)・

及川正行(1977~85)・船越満明(1987~94)・岡村 誠(1996) 
助手 種子田定俊(1952)・大路通雄(1952~59)・諌山直喜(1953~56)・

井上進 (1957~93)・吉田 (簑田 )登紀子 (1963~66)・山下巌

(1967~73)・船越満明(1976~83)・岡村誠(1985~95)・辻英一

(1995~96) 
水文学部門（1951～1971）・計測流体力学部門（1972～1996） 

教授 2栗原道徳(1951~65)・9種子田定俊(1969~87)・増田章(1991~96) 
助教授 田才福造(1951~59)・大路通雄(1963~66)・本地弘之(1975)・ 

辰野正和(1981~96) 
助手 椿 東一郎(1951~52)・古屋朝治(1952)・富岡勝(1953~63)・ 

粟谷陽一(1953~59)・中山竜三(1963)・天本肇(1967~96)・ 
辰野正和(1967~80)・烏谷 隆(1981~96)・大瀧倫卓(1990) 

流体工学部門（1951～1996） 

教授 篠原謹爾(1951~65)・14中村泰治(1971~94) 
助教授 妹尾泰利(1951~59)・中村泰治(1969~70)・岡島厚(1973~83)・

大屋裕二(1985~96) 
助手 薄 慶治(1951~57)・池田茂(1953~65)・斉藤隆(1959)・ 

遠藤治郎(1963~65)・本地弘之(1967)・加来忍(1969~70)・ 
溝田武人(1970~84)・吉村 健(1973)・友成義正(1975~79)・ 
小園茂平(1984~96)・平田勝哉(1986~92) 
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（2）材料研究部（1951～1996） 

弾性学部門（1951～1996） 

教授 3根来祥三郎 (1951~69)・ 7,11栖原寿郎 (1970~86)・高雄善裕

(1989~96) 
助教授 北島一徳(1951~63)・高雄善裕(1979~88)・汪 文学(1991~96) 
助手 平野英治(1952~70)・生井正之(1952~54)・角誠之助(1955~61)・

長浜智基(1967~73)・福田重久(1971~95)・肥山央(1975~92)・
森山伸一(1988~89)・黄木景二(1995~96) 

応用弾性学部門（1951～1996） 

教授 4熊井豊二(1951~73)・高橋清(1980~96) 
助教授 栖原寿郎(1951~62)・清水茂俊(1967~71)・高橋清(1977~79)・

松重和美(1981~82)・武田展雄(1983~87)・新川和夫(1988~96) 
助手 織田貞四郎(1952)・大高勝夫(1953~55)・橋本武幸(1953~55)・

肥山央(1956~62)・井土敏(1956~59)・桜田泰弘(1963~94)・ 
佐藤正視(1967~71)・小寺山亘(1972~73)・新川和夫(1982~87)・
崔洛三(1990~93)・東藤貢(1995~96) 

塑性学部門（1951～1996） 

教授 樋口正一(1951~75)・蔵元英一(1984~96) 
助教授 瓜生恒美(1951~59)・川建和雄(1962~75)・蔵元英一(1980~83)・

佃昇(1984~96) 
助手 田原九二十四(1953~59)・堀義篤(1954)・能塚義篤(1955~76)・ 

福田重久(1963)・石井秀夫(1967~75)・中村幸男(1980)・ 
青野泰久(1980~89)・永尾明博(1981~83)・安部博信(1986~96)・
大澤一人(1993~96) 

 
（3）基礎力学部門（1997～2009） 
非線形力学分野（1997～2009） 

教授 及川正行(1997~2009) 
助教授(准教授) 岡村誠(1997~2009) 
助手(助教) 辻英一(1997~2009) 
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海面動力学分野（1997～2009） 

教授 17大楠丹(1997~2000)・柏木正(2001~07) 
助教授(准教授) 柏木正(1997~2000)・胡長洪(2002~09) 
助手(助教) 荒川廣行(1997~2001)・末吉 誠(2004~09) 

流力弾性学分野（1997～2000）・ナノメカニックス分野（2001～2009） 

教授 柿本浩一(2001~09) 
助教授(准教授) 橋本良夫(1997~2003)・寒川義裕(2004~09) 
助手(助教) 長浜智基(1997)・石井秀夫(1997~2005)・劉立軍(2004) 

複合連続体力学分野（1997～2009） 

教授 高雄善裕(1997~2009) 
助教授(准教授) 汪文学(1997~2009) 
助手(助教) 黄木景二(1997~99)・宮野公樹(2002~04) 

破壊力学分野（1997～2009） 

教授 18高橋清(1997~2000)・新川和夫(2001~09) 
助教授(准教授) 新川和夫(1997~2000)・東藤貢(2002~09) 
助手(助教) 東藤貢(1997~2001)・森田康之(2004~08) 

地球流体力学分野（1997～2009） 

教授 和方吉信(1997~2009) 
助教授(准教授) 伊賀啓太(1998~2003)・山本勝(2005~09) 
助手(助教) 佐藤可織(2009) 

 

 

第 2 節 海洋・大気 
 

（1）海洋災害研究部（1962～1996） 
船舶安全性部門（1962～1996） 

教授 6田才福造(1962~80)・大楠丹(1984~96) 
助教授 大楠丹(1975~80)・柏木正(1985~96) 
助手 要正博(1962~66)・荒川廣行(1967~96)・栗原真人(1967~70)・

高木幹雄(1971~79) 
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耐波浪構造学部門（1963～1996） 

教授 栖原寿郎(1963~69)・15川建和雄(1980~96) 
助教授 栖原寿郎(1963)・小寺山亘(1976~83)・川建和雄(1976~79)・ 

橋本良夫(1992~96) 
助手 肥山央(1963~73)・福田重久(1967~70)・長浜智基(1975~96)・

石井秀夫(1976~96) 
沿岸海象力学部門（1964～1972） 

教授 光易恒(1969~72) 
助教授 光易恒(1965~69)・水野信二郎(1971~72) 
助手 中山竜三(1967~69)・本多忠夫(1971~72)・秦祐司(1971) 

海中作動力学部門（1981～1990）・海中計測システム部門（1991～1996） 

教授 大楠丹(1981~83)・小寺山亘(1985~96) 
助教授 小寺山亘(1984)・経塚雄策(1984~89)・草場忠夫(1990~91)・ 

中村昌彦(1992~96) 
助手 中村昌彦(1982~91)・富岡勝(1982~83)・山口悟(1993~96) 

 
（2）海洋環境研究部（1973～1996） 
沿岸海象力学部門（1973～1996） 

教授 12光易恒(1973~89)・植田洋匡(1990~96) 
助教授 水野信二郎(1973~91)・草場忠夫(1992~96) 
助手 草場(本多)忠夫(1973~89)・力石国男(1973)・増田章(1975~87)・

上原克人(1991~96) 
海洋流体力学部門（1973～1996） 

教授 16竹松正樹(1973~96) 
助教授 力石国男(1977)・山形俊男(1979~89)・尹 宗煥(1990~96) 
助手 山形俊男(1973~78)・馬谷紳一郎(1979~89) 

海底土床力学部門（1976～1985）・海洋境界力学部門（1986～1995）・海洋

渦動力学部門（1996） 
教授 本地弘之(1980~89)・光易 恒(1990~91)・今脇資郎(1992~96) 
助教授 本地弘之(1976~79)・金子 新(1981~89)・山形俊男(1990)・ 

アレクサンダー G オストロフスキー(1992~96) 
助手 金子 新(1977~80)・蒲地政文(1986~89)・馬谷紳一郎(1990~96) 
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（3）海洋大気力学部門（1997～2009） 
大気変動力学分野（1997～2009） 

教授 鵜野伊津志(1998~2009) 
助教授(准教授) 辰野正和(1997~2004)・竹村俊彦(2005~09) 
助手 天本肇 (1997~99) ・烏谷隆 (1997~98) ・竹村俊彦

(2001~04) 
大気流体工学分野（1997～2009） 

教授 大屋裕二(1997~2009) 
助教授(准教授) 烏谷隆(1999~2009) 
助手(助教) 小園茂平(1997)・内田孝紀(2000~09) 

海洋循環力学分野（1997～2009） 

教授 竹松正樹(1997~98)・松野健(1999~2009) 
助教授(准教授) アレクサンダー G オストロフスキー(1997~98)・ 

千手智晴(2000~09) 
助手 清水学(1999~2002) 

海洋渦動力学分野（1997～2009） 

教授 20今脇資郎(1997~2007) 
助教授(准教授) 市川香(1997~2009) 
助手(助教) 馬谷紳一郎(1997~2009) 

海洋流体工学分野（1997～2009） 

教授 19小寺山亘(1997~2003) 
助教授(准教授) 中村昌彦(1997~2009) 
助手 山口悟(1997~2001) 

 
（4）地球環境力学部門（2010～ ） 
（第 2 章文中に記載） 

 
（5）附属津屋崎海洋災害実験所（1965～1996） 
助手 富岡勝(1965~82)・要正博(1967~68)・高木幹雄(1969~70)・ 

小寺山亘(1973~75)・馬谷紳一郎(1976~79)・堀勉(1987~90)・
金哲鎬(1994~96) 
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（6）力学シミュレーション研究センター（1997～2006）・東アジア

海洋大気環境研究センター（2007～ ） 
教授 増田 章(1997~ )・21柳哲雄(1997~ )・尹宗煥(1997~ ) 
助教授(准教授) 草場忠夫(1997~2001)・セルゲイ M ヴァーラモフ

(1997~99)・広瀬直毅(2001~ )・吉川裕(2002~ ) 
助手(助教) 上原克人(1997~ ) 

 
 
第 3 節 高エネルギー 

 
（1）高エネルギー工学研究部・高エネルギー力学研究部（1966～1996） 

高エネルギー加工学部門（1966～1996） 
教授 伊藤智之(1978~83)・吉田直亮(1984)・中村幸男(1990~95)・ 

佐藤浩之助(1996) 
助教授 二神光次(1971~79)・村岡克紀(1971~77)・中村幸男(1981~89)・

室賀健夫(1985~93)・渡邊英雄(1995~96) 
助手 平城直治(1971~81)・明石義人(1971~84)・吉田直亮(1979)・ 

菊池満(1981~82)・田中雅慶(1983~85)・徳永和俊(1990~96) 
高エネルギー流体力学部門（1966～1996） 

教授 10矢嶋信男(1973~87)・伊藤早苗(1992~96) 
助教授 河合良信(1974~83)・河野光雄(1984~92)・永尾明博(1991)・ 

矢木雅敏(1996) 
講師 永尾明博(1991) 
助手 河野光雄(1973~80)・長谷川雅昭(1975~77)・中村一男(1977～

78)・田中雅慶(1984) 
高エネルギー材料力学部門（1966～1996） 

教授 北島一徳(1967~84)・吉田直亮(1985~96) 
助教授 二神光次(1970)・蔵元英一(1976~79)・吉田直亮(1980~83)・ 

平城直治(1984~89)・坂本瑞樹(1994~96) 
助手 中崎 忍(1967)・村岡克紀(1969)・安部博信(1969~85)・ 

篠原和敏(1971)・佃昇(1973~83)・渡邊英雄(1989~94)・ 
森山伸一(1990)・牧野賢一(1992~93) 
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高エネルギープラズマ力学部門（1979～1986） 

教授 伊藤智之(1984~86) 
助教授 東井和夫(1979~81)・河野光雄(1981~83)・中村一男(1984~86) 
助手 中村一男(1979~83)・平城直治(1981~83)・永尾明博(1984~86) 

附属強磁場プラズマ・材料実験施設（1987～1996） 

教授 13伊藤智之(1987~96) 
助教授 中村一男(1987~96) 
助手 永尾明博(1987~90)・藤田隆明(1991)・坂本瑞樹(1992~94)・ 

牧野賢一(1994~96) 
 
（2）プラズマ・材料力学部門（1997～2009）・核融合力学部門 

（2010～ ） 
高エネルギープラズマ分野 

教授 伊藤早苗(1997~ ) 
助教授(准教授) 矢木雅敏(1997~2005)・稲垣滋(2006~) 
助手(助教) 佐々木真(2009~ ) 

高エネルギー材料物性分野・核融合シミュレーション分野 

教授 蔵元英一(1997~2004)・矢木雅敏(2006~10) 
助教授 佃昇(1997~2005) 
助手(助教) 安部博信(1997~2003)・大澤一人(1997~ ) 

極限構造材料分野・先進炉材料分野 

教授 吉田直亮(1997~2008) 
助教授(准教授) 渡邊英雄(1997~ ) 
助手(助教) 森下和功(1997~98)・岩切宏友(2000~07) 

プラズマ表面相互作用分野 

教授 中村一男(1997~ ) 
助教授(准教授) 徳永和俊(1997~ ) 
助手(助教) 牧野賢一(1997~98)・長谷川真(2000~ ) 
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（3）附属炉心理工学研究センター（1997～2006）・高温プラズマ力

学研究センター（2007～ ） 
教授 伊藤智之(1997~2000)・佐藤浩之助(1997~2008)・ 

図子秀樹 (1997~ )・花田和明 (2001~ )・藤澤彰英

(2009~ ) 
助教授(准教授) 上瀧恵里子(1997~ )・坂本瑞樹(1997~2009)・花田和明

(1997~2000)・出射浩(2003~ )・永島芳彦(2011~ ) 
 

 

第 4 節 新エネルギー 
 

（1）新エネルギー力学部門（2010～ ） 
（第 2 章文中に記載） 

 

図 23-2 研究所親睦会「暖流会」新年会、恒例の記念撮影（2012 年 1 月）。 


